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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ライナーであって、
　該ライナーは、
　上部周囲縁および底部周囲縁を有する管状本体部分と、
　該底部周囲縁に沿って該管状本体部分に密閉される略円形の底部部分と、
　略円形の上部部分であって、該略円形の上部部分は、該上部周囲縁に沿って該管状本体
部分に密閉され、そこに密閉される嵌合部を含む、略円形の上部部分と
　を備え、
　該ライナーは、該ライナーがオーバーパック内に充填されるときの折り目の存在を低減
するように該オーバーパックの全体的形状に適合されており、該ライナーの外側層は、ガ
ス障壁を含み、
　該ライナーは、該ライナーが液体で充填されたときに該ライナーが該オーバーパックの
内側表面から下向きかつ離れるように引張されないように、構成されている、ライナー。
【請求項２】
　前記管状本体部分は、管状本体を形成するように一緒に溶接された２つのシートを備え
、該管状本体部分は、したがって、前記上部周囲縁から前記底部周囲縁まで延在する２つ
の溶接シームを有する、請求項１に記載のライナー。
【請求項３】
　ライナーベースのシステムであって、
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　該ライナーベースのシステムは、
　略円筒形状の内部を備え、少なくとも一つの端部に開口部を有するオーバーパックと、
　該オーバーパック内に設置された可撓性ライナーと
　を備え、該可撓性ライナーは、
　上部周囲縁および底部周囲縁を有する管状本体部分と、
　該底部周囲縁に沿って該管状本体部分に密閉される略円形の底部部分と、
　略円形の上部部分であって、該略円形の上部部分は、該上部周囲縁に沿って該管状本体
部分に密閉され、そこに密閉される嵌合部を含む、略円形の上部部分と
　を備え、
　該ライナーは、該ライナーが該オーバーパック内に充填されるときの折り目の存在を低
減するように該オーバーパックの全体的形状に適合されており、該ライナーの外側層は、
ガス障壁を含み、
　該ライナーは、該ライナーが液体で充填されたときに該ライナーが該オーバーパックの
内側表面から下向きかつ離れるように引張されないように、構成されている、ライナーベ
ースのシステム。
【請求項４】
　前記ライナーは、拡張状態において、上部周囲密閉部に対する応力を減少させるように
構成される、請求項３に記載のライナーベースのシステム。
【請求項５】
　ライナーベースのシステムから内容物を分配するための方法であって、
　該方法は、
　圧力源をオーバーパックの流体入口に連結することであって、該オーバーパックは、
　　略円筒形状の内部であって、該内部は、少なくとも一つの端部に開口部を有する、略
円筒形状の内部と、
　　該内部内に設置された可撓性ライナーであって、該可撓性ライナーは、
　　　上部周囲縁および底部周囲縁を有する管状本体部分と、
　　　該底部周囲縁に沿って該管状本体部分に密閉される略円形の底部部分と、
　　　略円形の上部部分であって、該略円形の上部部分は、該上部周囲縁に沿って該管状
本体部分に密閉され、そこに密閉される嵌合部を含む、略円形の上部部分と
　　を備える、可撓性ライナーと
　を備え、該ライナーは、該ライナーが該オーバーパック内に充填されるときの折り目の
存在を低減するように該オーバーパックの全体的形状に適合されており、該ライナーの外
側層は、ガス障壁を含み、該ライナーは、該ライナーが液体で充填されたときに該ライナ
ーが該オーバーパックの内側表面から下向きかつ離れるように引張されないように、構成
されており、該流体入口は、該オーバーパックと該ライナーとの間の環状空間と連通して
いる、ことと、
　ガスまたは流体を該圧力源から該流体入口を介して該環状空間の中へ導入し、それによ
って、該ライナーを崩壊させ、その中の内容物の該嵌合部を通しての分配を生じさせるこ
とによって、該ライナーの内容物を分配することと
　を含む、方法。
【請求項６】
　前記分配される内容物を受容するために、分配コネクタを前記ライナーの前記嵌合部に
接続することをさらに含み、該分配コネクタは、管を備えるプローブを有し、該管は、該
嵌合部を通って該ライナーの内部の中へ延在する、請求項５に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（発明の分野）
　本開示は、ライナーベースの保管および分配システムに関する。より具体的には、本開
示は、略円筒形状のオーバーパックと併用するためのライナーに関し、ライナーは、オー



(3) JP 6397625 B2 2018.9.26

10

20

30

40

50

バーパックの内部のサイズおよび形状に実質的に適合するように構成される。より具体的
には、本開示は、管状本体部分と、管状本体部分の一つの端部に密閉される底部部分と、
管状本体部分の他の端部に密閉される上部部分とを備え、上部部分はまた嵌合部も含む、
ライナーに関する。さらに、本開示のライナーの内容物は、浸漬管および／または閉塞防
止器の使用の有無を問わず、圧力分配によって分配され得る。
【背景技術】
【０００２】
　（発明の背景）
　多数の製造プロセスは、酸、溶媒、基剤、フォトレジスト、スラリー、洗浄剤、ドーパ
ント、無機物、有機物、金属有機物、および生物学的溶液、医薬品、ならびに放射性化学
物質等の超高純度液体の使用を要求する。そのような用途は、超高純度液体中の粒子の数
およびサイズが最小であることを要求する。特に、超高純度液体は、マイクロ電子製造プ
ロセスの多くの側面において使用されるので、半導体製造業者は、プロセス化学物質およ
び化学処理機器のための厳密な粒子濃度仕様を確立している。そのような仕様は、製造プ
ロセスの間、高レベルの粒子または気泡を含有する液体が使用される場合、粒子または気
泡がシリコンの固体表面上に堆積され得るので必要とされる。これは、ひいては、製品故
障ならびに品質および信頼性低下につながり得る。
【０００３】
　故に、そのような超高純度液体の保管、運搬、および分配は、貯留される液体のための
適切な保護を提供することが可能な容器を要求する。ＡＴＭＩ，Ｉｎｃ．製ＮＯＷＰａｋ
（登録商標）分配システム等の崩壊可能ライナーベースの容器は、分配中に、容器内の液
体に直接的にとは対照的に、ライナーにガスまたは流体で加圧することによって、そのよ
うな気液界面を減少させることが可能である。しかしながら、圧力分配は、従来、あるラ
イナーベースのシステムと併用されていない。例えば、ドラムまたはキャニスタ式オーバ
ーパックを含む、ライナーベースのシステムは、多くの場合、ポンプ分配を介して、ライ
ナーの内容物を分配する。ポンプ分配システムは、非常に高価である可能性があり、かつ
容易に故障する場合があるため、不利であり得る。
【０００４】
　加えて、これらのタイプのライナーベースのシステムと関連付けられた種々の理由から
、ライナーは、従来、開放端型ドラム形状ライナーであるか、またはオーバーパックの形
状に適合するように構成されていない閉鎖型ライナーである。そのようなライナーは、環
境条件に対して適切な保護を提供するためには使用することが不可能であり得る。例えば
、開放端型ライナーの内容物は、環境に暴露され、容易に汚染され得る。加えて、そのよ
うな従来のライナーは、容器の運搬によりもたらされるもの等、時として、振動からのラ
イナーの弾性変形によって生じるピンホール貫通および溶接割れに対して、貯留された液
体を保護できない場合がある。運搬からの振動は、ライナーを出荷場所と最終仕向地との
間で何度も（例えば、何千から何百万回）弾性変形または撓曲させ得る。振動が大きいほ
ど、ピンホールおよび溶接割れが生じることになる可能性が高まる。ピンホールおよび溶
接割れの他の原因として、衝撃効果、落下、または容器の大きな振幅動作が挙げられる。
圧力分配用途では、ガスが、望ましくないことに、ピンホールまたは溶接割れを通して導
入され、それによって、ガスが溶液中に入り込み、望ましくないことに、製造プロセス中
に、例えば、気泡としてウエハ上に現れるので、経時的に貯留された液体を汚染させ得る
。
【０００５】
　加えて、従来の閉鎖型崩壊可能ライナーは、規定量の液体で充填されるように構成され
る。しかしながら、ライナーは、容器の内側で膨張されることに伴って、折り目がライナ
ー内に生成されるので、その個別の外側容器内に整然と嵌合しない。折り目は、折り目に
よって占有される空間におけるライナーの液体充填を妨げ得る。故に、容器が規定量の液
体で充填されると、液体は、容器から溢流し、液体の損失をもたらす傾向にある。前述の
ように、そのような液体は、一般的には、酸、溶媒、基剤、フォトレジスト、ドーパント
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、無機体、有機体、および生物学的溶液、医薬品、ならびに放射性化学物質等の超高純度
液体であって、例えば、約＄２，５００／Ｌ以上と、非常に高価であり得る。したがって
、少量の溢流でも、望ましくない。
【０００６】
　さらに、あるタイプの材料を搬送するためのパッケージングまたは容器システムは、指
定のＵＮ　ＤＯＴ認可を満たすことが要求される。例えば、ある危険材料を搬送するため
の取外し不可能ヘッド容器として認可されるためには、容器開口部は、直径３インチを超
えてはならない。故に、多くの場合、前述の不利点を克服する一方、また、危険材料に対
するＵＮ　ＤＯＴ認可を満たす容器のための容器開口部内に嵌合可能であるように設計さ
れる崩壊可能ライナーを有することが望ましいであろう。
【０００７】
　したがって、当技術分野で必要とされるのは、略円筒形状のオーバーパック内で使用す
るための従来のライナーによって提示される不利点を含まない、超高純度液体のためのよ
り優れたライナーシステムである。当技術分野で必要とされるのは、ピンホール、溶接割
れ、ガス圧力飽和、および溢流と関連付けられた問題に対処し、ＵＮ　ＤＯＴ認可容器の
標準的開口部内に嵌合される、または実質的に容易に嵌合されることができる、略円筒形
状のライナーベースの保管および分配システムである。当技術分野で必要とされるのは、
ライナー内に付加的捕捉ガスをもたらし得る、ライナーにおける過剰折り目と関連付けら
れた問題に対処する、略円筒形状のライナーベースの保管および分配システムである。ま
た、当技術分野で必要とされるのは、閉塞が制限または排除されるように構成されるライ
ナーである。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本開示は、一実施形態では、上部周囲縁および底部周囲縁を有する管状本体部分と、底
部周囲縁に沿って管状本体部分に密閉される略円形の底部部分と、上部周囲縁に沿って管
状本体部分に密閉される略円形の上部部分とを有するライナーに関する。上部部分は、そ
こに密閉される嵌合部を含んでもよい。管状本体部分は、上部周囲縁から底部周囲縁まで
延在する少なくとも１つの溶接シームを含んでもよい。特定の実施形態では、管状本体部
分は、管状本体を形成するように一緒に溶接された２つのシートを含んでもよく、管状本
体部分は、したがって、上部周囲縁から底部周囲縁まで延在する、２つの溶接シームを有
する。ライナーは、嵌合部が、開口部の内側に設置された状態において、崩壊状態にある
ライナーを、開口部を通して容器に挿入することによって、３インチ以下の開口部を有す
る取外し不可能ヘッド容器内に設置されるように構成することができる。ライナー部分は
それぞれ、複数の層を有するライナー壁を有してもよい。同様に、ライナー部分はそれぞ
れ、８０ミクロンから２８０ミクロンの厚さ有するライナー壁を有してもよい。ライナー
は、閉塞点の発生を減少させるための手段をさらに含んでもよい。
【０００９】
　本開示は、別の実施形態では、オーバーパックを有するライナーベースのシステムに関
し、オーバーパックは、略円筒形状の内部および少なくとも一つの端部における開口部を
含み、また、その中に設置される可撓性ライナーを含み、ライナーは、上部周囲縁および
底部周囲縁を有する、管状本体部分と、底部周囲縁に沿って管状本体部分に密閉される、
略円形底部部分と、上部周囲縁に沿って管状本体部分に密閉される略円形の上部部分とを
有する。上部部分はまた、そこに密閉される嵌合部を含んでもよい。いくつかの実施形態
では、オーバーパックは、３インチ以下の開口部を有する、取外し不可能ヘッド容器であ
ってもよい。ライナーは、拡張状態において、実質的に略円筒形状のオーバーパックの内
部に適合してもよい。ライナーの管状本体部分は、上部周囲縁から底部周囲縁まで延在す
る少なくとも１つの溶接シームを含んでもよく、特定の実施形態では、ライナーの管状本
体部分は、管状本体を形成するように一緒に溶接された２つのシートを含んでもよく、管
状本体部分は、したがって、上部周囲縁から底部周囲縁まで延在する２つの溶接シームを
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有する。ライナー部分はそれぞれ、複数の層を伴うライナー壁を有してもよい。同様に、
ライナー部分はそれぞれ、厚さ８０ミクロンから２８０ミクロンまでを有するライナー壁
を有してもよい。いくつかの実施形態では、オーバーパックは、加えて、オーバーパック
とライナーとの間の環状空間と連通し、ガスまたは流体を環状空間に導入させ、ライナー
の崩壊と、嵌合部を通して、その中の内容物の分配とを生じさせる流体入口を含んでもよ
い。
【００１０】
　本開示は、さらに別の実施形態では、ライナーベースのシステムから内容物を分配する
ための方法に関する。本方法は、圧力源をオーバーパックの流体入口に連結するステップ
を含むことができ、オーバーパックは、略円筒形状の内部および少なくとも一つの端部に
おける開口部を含み、また、その中に設置される可撓性ライナーを含み、ライナーは、上
部周囲縁および底部周囲縁を有する管状本体部分と、底部周囲縁に沿って管状本体部分に
密閉される略円形の底部部分と、上部周囲縁に沿って管状本体部分に密閉され、そこに密
閉される嵌合部を含む略円形の上部部分とを有する。流体入口は、オーバーパックとライ
ナーとの間の環状空間と連通する。内容物を分配するための方法はさらに、圧力源から、
流体入口を介して、環状空間にガスまたは流体を導入し、それによって、ライナーを崩壊
させ、嵌合部を通して、その中の内容物の分配を生じさせることによって、ライナーの内
容物を分配するステップを含む。本方法はまた、分配された内容物を受容するために、分
配コネクタをライナーの嵌合部に接続するステップを含んでもよく、分配コネクタは、嵌
合部を通して、ライナーの内部の中へただ比較的に短い距離だけ延在する管を有するプロ
ーブを有する。本方法はまた、ライナーの内容物の分配に先立って、頭隙ガスを除去する
ステップを含んでもよい。いくつかの実施形態では、本方法はさらに、分配圧力を監視し
て、ライナーが空に近づくときを決定するステップを伴ってもよい。
　本明細書は、例えば、以下の項目も提供する。
（項目１）
　ライナーであって、
　該ライナーは、
　上部周囲縁および底部周囲縁を有する管状本体部分と、
　該底部周囲縁に沿って該管状本体部分に密閉される略円形の底部部分と、
　略円形の上部部分であって、該上部部分は、該上部周囲縁に沿って該管状本体部分に密
閉され、そこに密閉される嵌合部を含む、略円形の上部部分と
　を備える、ライナー。
（項目２）
　前記管状本体部分は、少なくとも１つの溶接シームを備え、該少なくとも１つの溶接シ
ームは、前記上部周囲縁から前記底部周囲縁まで延在する、項目１に記載のライナー。
（項目３）
　前記管状本体部分は、管状本体を形成するように一緒に溶接された２つのシートを備え
、該管状本体部分は、したがって、前記上部周囲縁から前記底部周囲縁まで延在する２つ
の溶接シームを有する、項目２に記載のライナー。
（項目４）
　前記ライナーは、前記嵌合部が開口部に隣接して設置された状態において、崩壊状態に
ある該ライナーを該開口部を通して容器の中へ挿入することによって、３インチ以下の開
口部を有する取外し不可能ヘッド容器内に設置されるように構成される、項目１に記載の
ライナー。
（項目５）
　前記ライナー部分の各々は、複数の層を有するライナー壁を備える、項目４に記載のラ
イナー。
（項目６）
　前記ライナー壁の厚さは、８０ミクロンから２８０ミクロンまでである、項目５に記載
のライナー。
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（項目７）
　閉塞点の発生を減少させるための手段をさらに備える、項目１に記載のライナー。
（項目８）
　ライナーベースのシステムであって、
　該システムは、
　略円筒形状の内部を備え、少なくとも一つの端部に開口部を有するオーバーパックと、
　該オーバーパック内に設置された可撓性ライナーと
　を備え、該可撓性ライナーは、
　上部周囲縁および底部周囲縁を有する管状本体部分と、
　該底部周囲縁に沿って該管状本体部分に密閉される略円形の底部部分と、
　略円形の上部部分であって、該上部部分は、該上部周囲縁に沿って該管状本体部分に密
閉され、そこに密閉される嵌合部を含む、略円形の上部部分と
　を備える、システム。
（項目９）
　前記オーバーパックは、３インチ以下の開口部を有する取外し不可能ヘッド容器である
、項目８に記載のライナーベースのシステム。
（項目１０）
　前記ライナーは、拡張状態において、前記オーバーパックの略円筒形状の内部に実質的
に適合する、項目８に記載のライナーベースのシステム。
（項目１１）
　前記管状本体部分は、前記上部周囲縁から前記底部周囲縁まで延在する少なくとも１つ
の溶接シームを備える、項目１０に記載のライナーベースのシステム。
（項目１２）
　前記管状本体部分は、管状本体を形成するように一緒に溶接された２つのシートを備え
、該管状本体部分は、したがって、前記上部周囲縁から前記底部周囲縁まで延在する２つ
の溶接シームを有する、項目１１に記載のライナーベースのシステム。
（項目１３）
　前記ライナー部分の各々は、複数の層を有するライナー壁を備える、項目１１に記載の
ライナー。
（項目１４）
　前記ライナー壁の厚さは、８０ミクロンから２８０ミクロンまでである、項目１３に記
載のライナー。
（項目１５）
　前記ライナーは、拡張状態において、上部周囲密閉部に対する応力を減少させるように
構成される、項目８に記載のライナーベースのシステム。
（項目１６）
　前記オーバーパックは、該オーバーパックと前記ライナーとの間の環状空間と連通して
いる流体入口をさらに備え、該流体入口は、ガスまたは流体が該環状空間の中へ導入され
ることを可能にし、該ライナーの崩壊と、その中の内容物の前記嵌合部を通しての分配と
を生じさせる、項目１０に記載のライナーベースのシステム。
（項目１７）
　ライナーベースのシステムから内容物を分配するための方法であって、
　該方法は、
　圧力源をオーバーパックの流体入口に連結することであって、該オーバーパックは、
　　略円筒形状の内部であって、該内部は、少なくとも一つの端部に開口部を有する、略
円筒形状の内部と、
　　該内部内に設置された可撓性ライナーであって、該可撓性ライナーは、
　　　上部周囲縁および底部周囲縁を有する管状本体部分と、
　　　該底部周囲縁に沿って該管状本体部分に密閉される略円形の底部部分と、
　　　略円形の上部部分であって、該上部部分は、該上部周囲縁に沿って該管状本体部分
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に密閉され、そこに密閉される嵌合部を含む、略円形の上部部分と
　　を備える、可撓性ライナーと
　を備え、該流体入口は、該オーバーパックと該ライナーとの間の環状空間と連通してい
る、ことと、
　ガスまたは流体を圧力源から該流体入口を介して該環状空間の中へ導入し、それによっ
て、該ライナーを崩壊させ、その中の内容物の該嵌合部を通しての分配を生じさせること
によって、該ライナーの内容物を分配することと
　を備える、方法。
（項目１８）
　前記分配される内容物を受容するために、分配コネクタを前記ライナーの前記嵌合部に
接続することをさらに備え、該分配コネクタは、管を備えるプローブを有し、該管は、該
嵌合部を通って該ライナーの内部の中へただ比較的短い距離だけ延在する、項目１７に記
載の方法。
（項目１９）
　前記ライナーの内容物の分配に先立って、頭隙ガスを除去することをさらに備える、項
目１８に記載の方法。
（項目２０）
　前記ライナーが空に近づくときを決定するために、分配圧力を監視することをさらに備
える、項目１８に記載の方法。
（項目２１）
　前記管状本体部分は、前記上部周囲縁から前記底部周囲縁まで延在する少なくとも１つ
の溶接シームを備える、項目１７に記載の方法。
【００１１】
　複数の実施形態が開示されるが、本開示のさらに他の実施形態は、本発明の例示的な実
施形態を例示および説明する、以下の詳細な説明から当業者にとって明らかであろう。理
解されるであろうように、本開示の種々の実施形態はすべて、本開示の精神および範囲か
ら逸脱することなく、種々の明白な側面において、修正可能である。故に、図面および発
明を実施するための形態は、事実上例示としてみなされるものであり、限定するものでは
ない。
【００１２】
　本明細書は、本開示の種々の実施形態を形成するものとして見なされる主題を具体的に
指摘し、明確に主張する特許請求の範囲で完結するものの、本発明は、添付の図面と併用
される以下の説明からより良く理解されるであろうと考えられる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】図１は、本開示のある実施形態による、ライナーベースシステムの断面図である
。
【図２Ａ】図２Ａは、本開示のある実施形態による、ライナーベースシステム内で使用す
るためのライナーの斜視図である。
【図２Ｂ】図２Ｂは、本開示のある実施形態による、ライナーベースシステム内で使用す
るためのライナーの斜視図である。
【図２Ｃ】図２Ｃは、本開示の一実施形態による、ライナーの構成要素を示す。
【図２Ｄ】図２Ｄは、本開示の別の実施形態による、ライナーの構成要素を示す。
【図２Ｅ】図２Ｅは、本開示のある実施形態による、ライナーベースシステム内で使用す
るためのライナーの斜視図を示す。
【図２Ｆ】図２Ｆは、本開示の別の実施形態による、ライナーベースシステム内で使用す
るためのライナーの斜視図を示す。
【図２Ｇ】図２Ｇは、本開示の一実施形態による、周囲上部シームの断面裁断図を示す。
【図２Ｈ】図２Ｈは、本開示の別の実施形態による、周囲上部シームの断面裁断図を示す
。



(8) JP 6397625 B2 2018.9.26

10

20

30

40

50

【図３】図３は、本開示の一実施形態による、多層ライナーの断面図である。
【図４Ａ】図４Ａは本開示のある実施形態による、ライナーベースのシステムのためのラ
イナーを製造するための機械を示す。
【図４Ｂ】図４Ｂは、本開示のある実施形態による、ライナーベースのシステム内で使用
するための斜視図を示す。
【図４Ｃ】図４Ｃは、本開示のある実施形態による、ライナーベースのシステムの断面図
を示す。
【図５Ａ】図５Ａは、本開示の一実施形態による、圧力分配のために構成される、ライナ
ーベースのシステムの断面図である。
【図５Ｂ】図５Ｂは、本開示の一実施形態による、ライナーが、完全分配に近づくことに
伴って増加する入口ガス圧力を示す、グラフである。
【図６】図６は、本開示のライナーのいくつかの実施形態と併用するための閉塞防止器の
斜視図を示す。
【図７】図７は、本開示のいくつかの実施形態による、使用のための閉鎖および／または
接続アセンブリの斜視図である。
【図８】図８は、本開示の一実施形態による、閉塞を防止するために使用され得る、装置
の斜視図である。
【図９】図９は、本開示の別の実施形態による、閉塞を防止するために使用され得る、装
置の斜視図である。
【図１０】図１０は、本開示のさらに別の実施形態による、閉塞を防止するために使用さ
れ得る、装置の斜視図である。
【図１１】図１１は、本開示の一実施形態による、閉塞を防止するために、ライナーに追
加され得る、収縮可能層の断面図である。
【図１２】図１２は、本開示の一実施形態による、閉塞を防止するために使用され得る、
挿入部の斜視図である。
【図１３】図１３は、本開示の別の実施形態による、閉塞を防止するために使用され得る
、挿入部の斜視図である。
【図１４】図１４は、本開示のさらに別の実施形態による、閉塞を防止するために使用さ
れ得る、挿入部の斜視図である。
【図１５】図１５は、本開示の一実施形態による、閉塞を防止するために使用され得る、
ライナーの端面斜視図である。
【図１６】図１６は、本開示の一実施形態による、表面特徴を伴う、ライナーの内部表面
を示す。
【図１７】図１７は、本開示の別の実施形態による、表面特徴を伴う、ライナーの内部表
面を示す。
【図１８】図１８は、本開示のさらに別の実施形態による、表面特徴を伴う、ライナーの
内部表面を示す。
【図１９】図１９Ａは、本開示の一実施形態による、閉鎖位置にある、改良型嵌合部を示
す。図１９Ｂは、本開示による、開放位置にある改良型嵌合部を示す。
【図２０】図２０－３２は、本開示による、閉塞を低減または防止するための実施形態を
示す。
【図２１】図２０－３２は、本開示による、閉塞を低減または防止するための実施形態を
示す。
【図２２】図２０－３２は、本開示による、閉塞を低減または防止するための実施形態を
示す。
【図２３】図２０－３２は、本開示による、閉塞を低減または防止するための実施形態を
示す。
【図２４】図２０－３２は、本開示による、閉塞を低減または防止するための実施形態を
示す。
【図２５】図２０－３２は、本開示による、閉塞を低減または防止するための実施形態を
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示す。
【図２６】図２０－３２は、本開示による、閉塞を低減または防止するための実施形態を
示す。
【図２７】図２０－３２は、本開示による、閉塞を低減または防止するための実施形態を
示す。
【図２８】図２０－３２は、本開示による、閉塞を低減または防止するための実施形態を
示す。
【図２９】図２０－３２は、本開示による、閉塞を低減または防止するための実施形態を
示す。
【図３０】図２０－３２は、本開示による、閉塞を低減または防止するための実施形態を
示す。
【図３１Ａ】図２０－３２は、本開示による、閉塞を低減または防止するための実施形態
を示す。
【図３１Ｂ】図２０－３２は、本開示による、閉塞を低減または防止するための実施形態
を示す。
【図３２】図２０－３２は、本開示による、閉塞を低減または防止するための実施形態を
示す。
【図３３】図３３Ａは、オーバーパック内に充填および配置される、従来の２次元枕型ラ
イナーを示す。図３３Ｂは、本開示の一実施形態による、オーバーパックの内側に配置さ
れる、本開示の充填されたライナーを示す。
【図３４】図３４は、本開示の一実施形態による、嵌め込み式浸漬管アセンブリの一部を
構成する連結器の斜視図である。
【図３５】図３５は、連結器の所定位置で嵌め込まれる突出との嵌め込み係合のために、
その中に孔を有する管類の斜視図である。
【図３６】図３６は、相互に係合されるような図３４および３５の連結器および管類の立
面断面図である。
【図３７】図３７は、本開示の別の実施形態による、連結器の斜視図である。
【図３８】図３８は、本開示の別の実施形態による、連結器の断面図である。
【図３９】図３９は、本開示の一実施形態による、浸漬管アセンブリの断面図における側
面立面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本開示は、新規かつ有利な略円筒形状のライナーベースの保管および分配システムに関
する。より具体的には、本開示は、略円筒形状のオーバーパックと併用するための新規か
つ有利な使い捨て可撓性ライナーに関し、ライナーは、オーバーパックの内部サイズおよ
び形状に実質的に適合してもよい。より具体的には、本開示のライナーは、概して、管形
状本体部分と、嵌合部を含む上部部分と、材料を保持するために封入された内部を画定す
る底部部分とを備えてもよい。本開示のライナーの内容物は、いくつかの実施形態では、
浸漬管の使用を伴わずに、圧力分配によって分配され、それによって、ライナーベースの
システムの全体的なコストを削減し、ライナーから分配され得る材料の量を増加させ得る
。
【００１５】
　ライナーは、１つ以上の層を備えてもよく、概して、従来、公知の略円筒形状のオーバ
ーパックと併用されるライナーの厚さを上回り得、全体的厚さを有してもよい。ライナー
を構成する膜の共形形状および／または特性（使用される材料および／またはライナーの
厚さを含む）は、有利には、ライナーベースのシステムに、分配能力の向上、折り目ガス
、ピンホール、および／または溶接割れの低減もしくは排除、ならびに／あるいはライナ
ー嵌合部にかかる負荷および応力の低減を含むが、それらに限定されない望ましい特性を
提供し得る。本開示のライナーベースのシステムの実施形態は、超高純度および／または
比較的に高価であって、ある場合には、非常に高価である材料を保管、出荷、ならびに／
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あるいは分配するために使用され得るため、前述の利点は、略円筒形状のオーバーパック
と併用される先行技術ライナーに勝る有意な利点を提供し得る。例えば、本開示のライナ
ーベースのシステムと併用するために想定されるいくつかの超高純度材料は、約＄２，５
００／Ｌ以上もし得る。したがって、少量でさえ、溢流（すなわち、ライナーが、材料の
全部を収容できないために充填の間に、ライナーの内容物の一部を損失する）の減少、汚
染の減少、または分配能力の増加は、望ましくあり得る。
【００１６】
　そのようなライナーの例示的使用として、超高純度化学物質および／または材料、例え
ば、マイクロ電子製造、半導体製造、およびフラットパネルディスプレイ製造等の作業に
おいて使用するためのフォトレジスト、バンプレジスト、洗浄溶媒、ＴＡＲＣ／ＢＡＲＣ
（上側反射防止コーティング／底側反射防止コーティング）、低分子ケトン類、および／
または銅化学物質の搬送ならびに分配が挙げられ得るが、それらに限定されない。付加的
使用として、酸、溶媒、基剤、スラリー、洗浄剤、ドーパント、無機物、有機物、金属有
機物、ＴＥＯＳ、および生物学的溶液、医薬品、ならびに放射性化学物質の搬送および分
配が挙げられ得るが、それらに限定されない。しかしながら、そのようなライナーはさら
に、他の産業において、限定されないが、塗料、清涼飲料水、食用油、農薬、健康および
口腔衛生製品、および洗面用製品等の他の製品の搬送ならびに分配のために使用されても
よい。当業者は、そのようなライナーベースのシステムおよびライナーを製造するプロセ
スの利点を認識し、したがって、種々の産業において、種々の製品の運搬および分配のた
めに使用するためのライナーの好適性を認識するであろう。
【００１７】
　いくつかの実施形態では、本開示のライナーは、既存のオーバーパックおよび／または
分配システムとの併用に互換性があるように構成されてもよい。例えば、本開示のライナ
ーは、ＵＮ　ＤＯＴ試験を合格することが要求される、ライナーベースのシステム内で作
用するように設計されてもよい。前述のように、あるタイプの材料を搬送するためのパッ
ケージングまたは容器システムは、指定のＵＮ　ＤＯＴ認可を満たすことが要求される。
例えば、ある危険材料を搬送するための取外し不可能ヘッド容器として認可されるために
、容器開口部は、直径３インチを超えることができない。故に、本開示のライナーは、危
険材料のためのＵＮ　ＤＯＴ取外し不可能ヘッド認可を満たす容器のための標準的容器開
口部内に嵌合し、ある場合には、実質的に、容易に嵌合するように設計されてもよい。
【００１８】
　図１は、本開示のライナーベースのシステムの一実施形態を示す。図１のシステム１０
０は、オーバーパック２およびライナー４を含んでもよい。オーバーパック２は、いくつ
かの実施形態では、ライナー４を受容可能な中空内部を有する略円筒形状であってもよい
。いくつかの実施形態では、オーバーパック２は、図１に図示されるものより大きい口部
開口部を有するオーバーパックだけではなく、例えば、蓋全体または上部が開放している
オーバーパック、および／または前述のように、危険材料のためのＵＮ　ＤＯＴ認可を満
たすオーバーパックを含む、材料を保管および／または分配するために使用される既存の
ドラムまたはキャニスタ等の従来のオーバーパックを含んでもよい。他の実施形態では、
オーバーパック２は、特定の形状および／またはサイズを有するように設計されてもよい
。オーバーパック２は、いくつかの実施形態では、任意の略円筒または樽状の形状を有し
てもよく、および任意の好適な周囲および／または高さを含む任意の好適なサイズを有し
てもよい。オーバーパック２は、任意の好適な実質的に剛性である材料、例えば、限定さ
れないが、金属、ガラス、木材、プラスチック、複合材、波形材、板紙、または任意の好
適な材料または材料の組み合わせから構成されてもよい。いくつかの実施形態では、オー
バーパック２は、例えば、１９Ｌ、４０Ｌ、または２００Ｌサイズの公知のドラムまたは
キャニスタを備えてもよい。
【００１９】
　オーバーパック２はまた、閉鎖および／または接続アセンブリ２４を含んでもよい。図
１に示される一実施形態では、閉鎖部および接続アセンブリ２４は、嵌合部保持器１４、
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閉鎖部２０、および出荷用キャップ２１を含んでもよい。既存のまたは公知のオーバーパ
ック２を含む、本開示の実施形態では、従来、オーバーパック２と併用されてきた閉鎖お
よび／または接続アセンブリ２４が、使用されてもよい。
【００２０】
　いくつかの実施形態では、閉鎖および／または接続アセンブリ２４は、分配の間、高流
速を提供し、および／またはより多くの割合のライナーの内容物が、例えば、従来のコネ
クタより分配されることを可能にする、高流量コネクタを提供してもよく、あるいはオー
バーパック２および／またはライナー４が、それと接続してもよい。図７に示されるよう
に、一実施形態では、高流量コネクタ７００は、圧力ポート７０２、分配ポート７０６、
圧力解放弁７０８、頭隙除去および／または再循環ポート７０４、ならびに１つ以上の係
止機構またはシリンダ７１０を含んでもよい。本開示のいくつかの実施形態と併用され得
る、そのような閉鎖および／または接続アセンブリの実施例は、２０１１年２月１日出願
の米国特許出願第６１／４３８，３３８号「Ｃｏｎｎｅｃｔｏｒｓ　ｆｏｒ　Ｌｉｎｅｒ
－Ｂａｓｅｄ　Ｄｉｓｐｅｎｓｅ　Ｃｏｎｔａｉｎｅｒｓ」および２０１０年１２月３０
日出願の米国特許出願第１２／９８２，１６０号「Ｃｌｏｓｕｒｅ／Ｃｏｎｎｅｃｔｒ　
ｆｏｒ　Ｌｉｎｅｒ－Ｂａｓｅｄ　Ｄｉｓｐｅｎｓｅ　Ｃｏｎｔａｉｎｅｒｓ」に詳細に
説明されており、それぞれ、参照することによって、全体が本明細書に組み込まれる。他
の実施形態では、閉鎖および／または接続アセンブリ２４は、任意の好適なサイズおよび
／または形状のオーバーパックと接続するように好適に適応されてもよい。
【００２１】
　システム１００のライナー４は、いくつかの実施形態では、嵌合部１０を含んでもよい
。ライナー４は、拡張状態において、ライナーが、実質的に、オーバーパック２の内部空
洞の形状に適合するように、略円筒形状であってもよい。崩壊状態において、ライナー４
は、ライナー４がオーバーパック２のオーバーパック首部６を通って嵌合するように崩壊
してもよい。ライナー４の嵌合部１０は、ライナー４がオーバーパック２の中へ挿入され
ると、ライナー４の嵌合部１０が、嵌合部保持器１４および／またはオーバーパック２の
首部６の内側に入れ子にされ得るように構成されてもよい。いくつかの実施形態では、オ
ーバーパック２の嵌合部保持器１４は、ライナー４の嵌合部１０および／またはオーバー
パック２の首部６に着脱可能に固着し、それによって、ライナーをオーバーパックの中に
支持してもよい。
【００２２】
　ライナー４の嵌合部１０は、ライナー４の上部部分と一体型であってもよい。嵌合部１
０は、嵌合部１０が嵌合部保持器１４および／またはオーバーパック２の首部６の内側に
設置され、ならびに／あるいはオーバーパック２の閉鎖および／またはコネクタアセンブ
リ２４の構成要素の一部または全部と互換性があり得るように、寸法設定ならびに成形さ
れてもよい。嵌合部１０は、任意の好適な材料または材料の組み合わせから構成されても
よい。例えば、高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）等の好適に剛性であるプラスチックが使
用されてもよい。いくつかの実施形態では、嵌合部１０は、ライナー４の残りの部部分よ
り剛性である材料から構成されてもよい。嵌合部１０は、いくつかの実施形態では、溶接
あるいは任意の他の好適な方法または方法の組み合わせを介して、ライナーに固着するよ
うに密閉されてもよい。例えば、オーバーパックは、中心に位置する口部または開口部を
含む、いくつかの実施形態では、嵌合部１０もまた、嵌合部溶接にかかる応力を最小にす
るために、上部パネル上の中心に位置してもよい。しかしながら、上部パネル上の嵌合部
１０の中心場所は、必須ではない。前述のように、本開示のライナーのいくつかの実施形
態は、公知のオーバーパックと併用するために構成されてもよい。そのような実施形態で
は、ライナー４の嵌合部１０は、特定の公知のオーバーパック２の閉鎖および／またはコ
ネクタアセンブリ２４と互換性があるように、寸法設定および成形されてもよい。そのよ
うな公知のオーバーパックは、例えば、直径３／４インチまたは２インチを有する、例え
ば、ライナー嵌合部１０と互換性があってもよい。しかしながら、ライナー嵌合部１０は
、所望のオーバーパック２と互換性があるように、任意の好適な直径および／または形状
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ならびにサイズを有してもよいことを理解されたい。
【００２３】
　図１９Ａおよび１９Ｂに示される別の実施形態では、改良型嵌合部１９００が、提供さ
れてもよい。改良型嵌合部１９００は、ある距離だけ離間された複数の薄板１９０２を含
んでもよい。任意の好適な数の薄板１９０２が、含まれてもよい。各薄板は、任意の好適
な幅、長さ、および／または厚さを有してもよい。いくつかの実施形態では、各薄板は、
すべての他の薄板と同一の寸法を有してもよい一方、他の実施形態では、薄板は、異なる
寸法を有してもよい。さらに、ある薄板は、次の最も近い薄板から任意の好適な距離だけ
離間されてもよい。いくつかの実施形態では、各薄板は、実質的に、隣接する薄板から等
距離で離間されてもよい一方、他の実施形態では、複数の薄板が、隣接する薄板から可変
距離で離間されてもよい。いくつかの実施形態では、改良型嵌合部１９００は、溶接また
は任意の他の好適な方法等によって、ライナーに添着されてもよい。ある場合には、薄板
１９０２自体が、例えば、溶接または任意の他の好適な手段によって、ライナー壁の内部
または外部に添着され得る、または添着されてもよい。他の実施形態では、改良型嵌合部
１９００は、ライナーに添着されてもよいが、薄板は、ライナーに添着されなくてもよい
。例えば、ライナー４は、概して、図１に示されるタイプの嵌合部１０を有してもよい。
改良型嵌合部１９００は、いくつかの実施形態では、ライナーの嵌合部１０中に挿入され
得る、嵌合部アダプタであってもよい。ある場合には、改良型嵌合部の上部部分１９０４
は、嵌合部アダプタが、例えば、ライナー嵌合部１０に固着するように取着する、または
その上に静置することを可能にする、唇縁または他の構造を含んでもよい。
【００２４】
　改良型嵌合部１９００は、図１９Ａに示されるように、第１の閉鎖位置と、図１９Ｂに
示されるように、第２の拡張位置とを有してもよい。閉鎖位置は、有利には、ライナーが
、オーバーパックの首部内に挿入されることを可能にしてもよい一方、開放位置は、ライ
ナーの上部部分のための支持を提供してもよい。改良型嵌合部１９００は、一実施形態で
は、改良型嵌合部が、図１９Ａに示される閉鎖位置にあるとき、薄板が、張力下に保持さ
れ、それによって、改良型嵌合部１９００がオーバーパックの首部を通過すると、実質的
に自動的に（すなわち、さらなる介入を伴わずに）、薄板を開放させるように構成されて
もよい。いくつかの実施形態では、薄板は、内容物が分配されることに伴うライナーの内
容物の重量および／またはライナーとオーバーパックとの間の環状空間内の圧力のため、
内容物が、ライナーから除去されることに伴って、分配の間、弛緩（すなわち、内向きに
崩壊する）してもよい。改良型嵌合部と本開示の実施形態の併用は、有利には、少なくと
も、いくつかの実施形態では、ライナーの上部が、部分的に、またはある場合には、全体
的に、ライナーの壁に対して開いて、薄板によって支持され得るため、ピンホールおよび
／または折り目ガスが、ライナー内に生成される危険性を低減させ得る。さらに、薄板は
、いくつかの実施形態では、閉鎖位置において、完全に一体と成り得ないため、閉塞もま
た、低減および／または実質的に排除され得る。概して、閉塞は、ライナーの直径が狭ま
り、最終的に、その上に、すなわち、ライナー内部の構造に崩壊し、実質的量の液体の上
方に配置される、閉塞点を形成するときに生じるものとして説明され得る。閉塞が生じる
と、ライナー内に配置される液体の完全利用を妨害し得、これは、マイクロ電子デバイス
製品の製造等の産業プロセスにおいて利用される、特殊化学試薬は、非常に高価であり得
るため、有意な問題となる可能性がある。加えて、改良型嵌合部は、完全または実質的に
完全圧力分配を可能にし得る。本明細書に説明または想定される、改良型嵌合部１９００
の実施形態のいずれも、本明細書に説明される種々のライナー実施形態のいずれかと一緒
に使用されてもよいことを理解されるであろう。
【００２５】
　前述かつ図２Ａに示されるように、ライナー２００は、拡張または充填状態にあるとき
、略円筒形状または樽形状であってもよい。ライナー２００は、いくつかの実施形態では
、ライナー２００が、嵌合部２１０を通して充填されるか、またはそこから分配され得る
材料を保持するための内部空間を備え得るという点において、略閉鎖された０ライナーで
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あり得る。ライナー２００は、本体部分２２４、底部部分２２８、上部部分２３６、およ
び少なくとも１つの嵌合部２１０を備えてもよい。図２Ｃに見られ得るように、例えば、
本体部分２７２は、２つの開放端部２７４、２７６を有する略管形状であってもよい。本
体部分２７２は、任意の好適な方法において形成されてもよい。例えば、本体部分２７２
は、いくつかの実施形態では、単一管状シートから形成されてもよい。他の実施形態では
、図２Ｄに示されるように、本体部分２８２は、一緒に溶接され得る２つ以上のシート２
８４、２８６から形成されてもよい。図２Ｅに示されるなおも別の実施形態では、単一シ
ート２３３の両端は、一緒に溶接されて、管を形成し、それによって、形成されたライナ
ー２１９に垂直溶接シーム２７５を生成してもよい。図２Ｃに戻って参照すると（但し、
図２Ｂおよび２Ｄにも見られ得る）、上部部分２９０および底部部分２９４は、略円形形
状であって、本体部分２７２の開放端部２７４、２７６の直径に実質的に一致するように
寸法設定されてもよい。図２Ａに見られ得るように、いくつかの実施形態では、上部部分
２３６および／または底部部分２２８は、必ずしも、平坦構成において拡張しなくてもよ
く、代わりに、ライナーが、例えば、オーバーパック２により良好に適合するために、上
部部分２３６は、本体部分２２４の垂直方向高さを上回って延在するように構成されても
よく、および／または底部部分２２８は、本体部分２２４の垂直方向高さを下回って延在
するように構成されてもよい。底部部分２２８は、溶接または任意の他の好適な方法を介
して、管状本体部分２２４に密閉２３０されてもよい。同様に、上部部分２３６は、溶接
または任意の他の好適な方法を介して、本体部分２２４の反対側の端部に密閉２４０され
てもよい。上部および／または底部部分を本体部分２２４に取着し得る上部部分２３６お
よび／または底部部分２２８の溶接にかかる応力は、それが略円形であり、したがって、
例えば、角等の固有の脆弱点を伴わないので、最小にされ得る。周囲溶接はまた、ライナ
ー２００が充填されると、ライナー２００が、実質的に、オーバーパックの上部により適
合することを可能にし得る。
【００２６】
　いくつかの実施形態では、上部部分２３６および／または底部部分２２８はまた、上部
２３６および／または底部部分２２８を本体部分２２４に溶接することによって生成され
得る、フランジ２４４、２３４を含んでもよい。しかしながら、他の実施形態では、図１
に示されるように、溶接は、実質的に平滑であってもよい（例えば、実質的にフランジを
有していない、または外部フランジを有していない）。
【００２７】
　いくつかの実施形態では、底部部分は、ガセットが付けられてもよく、故に、溶接また
はシーム線を有してもよい。例えば、図２Ｆに図示される、ある実施形態では、ライナー
２４５の上部部分２４６は、略円形形状であって、実質的に、本体部分２５０の上開放端
部２４８の直径に一致するように寸法設定されてもよい。前述のように、上部部分２４６
は、溶接または任意の他の好適な方法を介して、本体部分２５０の端部２４８に密閉２５
１されてもよい。しかしながら、底部部分２５２は、ガセットが付けられてもよく、また
はガセットが付けられ区画２５４を伴う、本体部分２５０のガセットが付けられた部分で
あってもよい。したがって、いくつかの実施形態では、底部部分２５２は、代替として、
または加えて、当業者によって理解されるであろうように、概して、本体部分２５０の垂
直溶接シームまたは複数のシーム２５８と整列する、あるいはその一部である、その直径
にわたって溶接またはシーム２５６を有してもよい。
【００２８】
　一緒に溶接され、本体部分を提供する、１つ以上の膜シートから構成される、ライナー
部分、例えば、上部、底部、および本体部分を含む、実施形態は、一緒に溶接された２つ
以上のパネル溶接を伴わない本体部分を備えるライナーに勝る、洗浄利点を提供し得る。
これは、例えば、容易に平坦に広げられることができない、ライナーの管状本体部分表面
の洗浄とは対照的に、未だ一緒に溶接されていない、ライナーの膜の略平坦表面の洗浄が
、概して、容易であるため、当てはまり得る。それでもなお、他の実施形態では、本開示
のライナーは、吹き込み成形または任意の他の好適な成形プロセスによって形成されても
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よい。
【００２９】
　いくつかの実施形態では、上部部分および／または底部部分は、有利には、溶接される
材料は、実質的に、平坦位置にある間、本体部分に溶接されてもよい。例えば、図２Ｇに
見られ得るように、管状本体部分２８２は、本体部分が、概して、リングの外部側にあっ
て、好適なまたは望ましい量の管状本体部分の縁が、リングの上部表面を覆って張架され
、内向きに延在した状態において、リングまたは円盤２８４等の構造を覆って嵌合されて
もよい。上部部分２８０は、次いで、好適な溶接装置によって溶接するために、管状本体
部分２８２のリングおよび縁を覆って設置され、それによって、本体部分２８２および上
部部分２８０の円周の周囲に溶接されたシームを生成してもよい。これは、外部フランジ
が提供されないように、内部溶接を生成し得る。同一のプロセスは、底部部分が、管状本
体部分の反対側の端部に溶接され得るように、管状部分および底部部分の反対側の端部で
行われてもよい。
【００３０】
　図２Ｈに示される別の実施形態では、本体部分２９２は、概して、好適なまたは望まし
い量の管状本体部分の縁が、リングの上部表面を覆って張架され、外向きに延在した状態
において、管またはリング２８４の内部側に嵌合されてもよい。上部部分２９０は、次い
で、好適な溶接装置によって溶接するために、管状本体部分２９２のリングおよび縁を覆
って設置され、それによって、本体部分２９２および上部部分２９０の円周の周囲に溶接
されたシームを生成してもよい。これは、管状本体部分の上部部分および上部縁の周縁に
外部溶接フランジ２９４を生成し得る。同一のプロセスは、底部部分が、管状本体部分の
反対側の端部に溶接され得るように、管状部分および底部部分の反対側の端部で行われて
もよい。いくつかの実施形態では、外部フランジは、内部溶接またはフランジが存在しな
いであろうため、洗浄の目的のために望ましくあり得る。
【００３１】
　本体部分の円周の周囲に上部および／または底部シームを含み、本体部分がまた、１つ
以上の垂直シームを含む、実施形態では、垂直シームが、上部および／または底部シーム
と交差し得る、交差領域が、生成され得る。そのような交差２６０は、図２Ｆに見られ得
る。概して、１つ以上のシームまたは溶接された領域が交差する、領域は、比較的に、他
の非溶接または非シーム領域より構造的に脆弱である傾向を有し得る。一実施形態では、
交差領域がより脆弱である、または脆弱となる危険性は、特定の膜および／または膜設計
を選択することによって、および／または溶接、したがって、交差領域が、強化され得る
ように、溶接プロセスの間、十分な接合材料を含めることによって、実質的に、排除また
は低減され得る。代替として、または加えて、交差領域は、再溶接され、その領域を強化
してもよい。さらに、いくつかの実施形態では、溶接プロセスの間、より長い時間周期の
間、より多くの熱を印加することによって、交差領域における脆弱性の潜在性を低減させ
てもよい。
【００３２】
　本開示のライナーの形状は、概して、または実質的に、略円筒形オーバーパックの内部
空間に適合するように構成されてもよく、したがって、有利には、達成され得る分配能力
を向上させ得る。さらに、本開示のライナーの形状は、搬送の間の折り目ガス、ピンホー
ル、および／または溶接割れを低下あるいは排除し得る。いくつかの従来の非円筒形ライ
ナー、例えば、嵌合部が、ライナーの片側の上部部分に位置する、枕型ライナーは、図３
３Ａに見られ得るように、オーバーパック内で利用可能な内部空間の全部を完全に利用し
得ない。そのようなライナー３３０２の充填の間、液体は、概して、枕型ライナーをオー
バーパック３３０４の底部に向かって付勢し、概して、ライナーの上部を下向きに引張し
、ライナーとオーバーパックの上部との間の未使用空間３３０６を増加させ得る。充填さ
れた枕型ライナー３３０２に付与され得る下向きの力の結果、嵌合部および上部溶接は、
付加的および／または望ましくない応力に曝され得る。
【００３３】
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　従来の枕型ライナーまたは他の２次元形状ライナーとは対照的に、本開示のライナーは
、ライナーが満杯であるとき、実質的に、オーバーパックの全体的形状に適合し得るため
、ライナーは、図３３Ｂに見られ得るように、オーバーパックの上部から下向きかつ離れ
るように引張される傾向とはなり得ない。代わりに、ライナー３３１２は、周囲上部溶接
または嵌合部領域にかかる最小応力を伴って、概して、オーバーパック３３１４の上部ま
で充填され得る。さらに、本開示のライナーは、いくつかの実施形態では、実質的に、オ
ーバーパックの形状に適合し得るため、ライナーは、概して、折り重ならず、そうでなけ
れば、潜在的に、ライナーの内容物を捕捉させた状態となり得る。ライナーの形状は、い
くつかの実施形態では、したがって、ライナーの内容物を汚染させ得る空気ポケットを生
成する可能性があるそのような折り目の存在を排除または低減させ得る。したがって、折
り目ガス（ライナーが充填されると、ライナーの折り目の中に捕捉され得るガス）は、本
開示の実施形態では、従来の枕型ライナーに対して減少させられ得る。例えば、試験を行
い、２００Ｌ枕型ライナー対本開示の実施形態による２００Ｌ共形ライナー中の折り目ガ
スを測定したところ、平均して、折り目ガスは、本開示の共形ライナーでは、枕型ライナ
ーと比較して、約１００～３００ｍＬだけ減少させられた。
【００３４】
　オーバーパックに対して、実質的に、共形形状のライナーはまた、頭隙領域において、
ライナーを支持することを補助し得、ライナーが折り重なる傾向を低下させ得、出荷およ
び／または搬送の間に生じる流体運動の量を制限し得、そうでなければ、極小の折り目を
屈曲させ、ピンホールまたは溶接割れをもたらす可能性がある。例えば、ＡＳＴＭ標準試
験に基づいて、試験を行い、可変膜タイプの２００Ｌ枕型ライナーおよび本開示の２００
Ｌライナーの欠陥率を決定した。試験の目的のために、欠陥は、ライナー内のピンホール
または溶接割れの発生として定義された。具体的には、試験として、５０時間、トラック
レベルＩＶにおいて、可変膜タイプの２００Ｌ枕型ライナーおよび本開示の２００Ｌライ
ナーを評価した。試験の終了時、本開示のライナーのいずれも、欠陥を生じなかった一方
、枕型ライナーの１／３は、欠陥が生じた。試験の結果は、ライナーを作製するために使
用される膜のタイプによって影響を受けないと考えられた。
【００３５】
　前述のように、ある場合には、ライナーは、高価な材料、ある場合には、非常に高価な
材料で充填され得る。故に、溢流（すなわち、ライナーが、材料の全部を収容できないた
め、充填の間、ライナーの内容物の一部を損失する）の潜在性の低減または排除は、有利
であり得る。溢流の危険性を低減または排除するための方法の１つは、液体内容物を保持
するためのライナーの容量を増加させることによるものである。本開示のライナーは、い
くつかの実施形態では、ライナー内の過剰折り目によって無駄にされる容積の量および捕
捉されたガスが減少され得るので、類似の容積を保持するために設計された他のライナー
と比較して、内容物容積を増加させ得る。故に、２００Ｌを保持するように構成される本
開示の共形ライナーは、実際には、従来のライナーと比較して、約２から１０リットル以
上の溢流容積を収容し得る。ライナーの容量の増加は、いくつかの実施形態では、本開示
のライナーに対する溢流の危険性を低減させるか、実質的に低減させるか、または排除し
得る。オーバーパックに対して、実質的に、共形形状のライナーはまた、いくつかの実施
形態では、本開示のライナーの嵌合部および嵌合部溶接にかかる負荷および応力を低減さ
せ得る。
【００３６】
　いくつかの実施形態では、ライナーの全体的厚さは、ドラム式オーバーパックと併用さ
れる、従来のライナーより厚くてもよい。従来のライナーを上回る厚さを伴うライナーの
利点の１つは、厚さの増加が、充填、保管、出荷、および／または分配の間に生じ得る、
ピンホール（ライナー内に形成され得る、小孔）、折り目ガス、溶接割れ、および／また
はガス拡散の発生を防止あるいは低減させることに役立つことができることであり得る。
ライナーの厚さの増加はまた、分配の間、閉塞を防止することを補助し得る。
【００３７】
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　本開示のライナーと関連付けられた前述の利点は、ライナーの内容物が、比較的にまた
は実質的に、保管および／または出荷された材料の他のタイプより高価であり得、かつ汚
染される場合、使用不可能となる可能性が遥かに高い、超高純度内容物であるとき、特に
、重要であり得る。本開示の実施形態の全体的厚さは、従来のライナーを上回り得るが、
厚さは、ライナーが崩壊状態にあるとき、ライナーがオーバーパックの首部を通して、オ
ーバーパック内に挿入されるか、またはそこから抽出されないように防止するほど良好で
はない場合がある。故に、ライナー２００の任意の好適な厚さが、本開示によって想定さ
れる。例えば、いくつかの実施形態では、ライナー２００は、約８０から２８０ミクロン
の全体的厚さを有してもよい。さらなる実施形態では、ライナー２００は、約１００から
約２２０ミクロンの全体的厚さを有してもよい。さらに他の実施形態では、ライナー２０
０は、約１５０から約２００ミクロンの全体的厚さを有してもよい。さらに他の実施形態
では、ライナー２００は、約１００から約１５０ミクロンの全体的厚さを有してもよい。
しかしながら、さらにより厚いライナーが、特に、図示されるものより大きい口部開口部
を有する、オーバーパックだけではなく、例えば、蓋または上部全体が開放している、オ
ーバーパックと併用されてもよい。ここでおよび本開示全体を通して使用されるように、
範囲は、範囲内のあらゆる値を説明するための省略表現として使用され、範囲内の任意の
値が、範囲の終点として選択されることができる。
【００３８】
　本開示のライナー２００は、１つ以上の好適な材料から作製される、１つ、２つ、また
はそれ以上の層を備えてもよい。いくつかの実施形態では、例えば、ライナーは、２つ以
上の層から構成されてもよく、２つ以上の層は、同一の材料から作製されてもよく、また
は異なる材料から作製されてもよい。１つ以上の層はそれぞれ、任意の好適な厚さを有し
てもよい。２つ以上の層を伴う、いくつかの実施形態では、各層は、同一の厚さを有して
もよい一方、他の実施形態では、２つ以上の層は、異なる厚さを有してもよい。いくつか
の実施形態では、ライナーの１つ以上の層は、可塑剤、熱安定剤、着色剤、難燃剤、離型
剤（ＤＭＰＳ）、および／または他のマイクロ電子汚染物質がなくてもよい。
【００３９】
　いくつかの実施形態では、ライナーの内側層、または単一層を備える実施形態では、ラ
イナーの内容物と接触する層の表面は、化学的に相溶性である材料から構成されてもよい
。例えば、内側または湿潤層は、例えば、線形低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）、ポリ
エチレン（ＰＥ）、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、パーフルオロアルコキシ
（ＰＦＡ）、フッ素化エチレンプロピレンコポリマー（ＦＥＰ）、ポリエチレンナフタレ
ート（ＰＥＮ）、テレフタル酸ポリエチレン（ＰＥＴ）、ポリブチレンテレフタレート（
ＰＢＴ）、あるいは任意の他の好適な材料または材料の組み合わせから構成されてもよい
が、それらに限定されなくてもよい。いくつかの実施形態では、外側あるいは保護層また
は複数の層は、概して、湿気および／またはガス障壁として作用し、ライナー壁を通した
ライナーの内容物の汚染を防止し得る、比較的により強固な材料から構成されてもよい。
加えて、１つ以上の外側層は、付加的特性を有し、ライナーが無傷のままであって、出荷
および／または保管の間に生じ得る、亀裂、割れ、ピンホール、または他の劣化に耐える
よう確実にしてもよい。１つ以上の外側層は、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリエチレンテレ
フタレート（ＰＢＴ）、ポリアミド（ＰＡ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、エチレンビニル
アルコール（ＥＶＯＨ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）、テレフタル酸ポリエチ
レン（ＰＥＴ）、あるいは任意の他の好適な材料および／または材料の組み合わせから構
成されてもよいが、それらに限定されない。
【００４０】
　いくつかの実施形態では、ライナーはまた、内側層と１つ以上の外側層との間に設置さ
れ得る任意の数の付加的障壁層を含んでもよい。付加的障壁層または複数の層は、ライナ
ーの内容物がライナーから滲み出ないようにすることを補助し、ならびにガスおよび／ま
たは他の汚染物質がライナーの内部に入り込まないようにすることを補助し得る。障壁層
は、いくつかの実施形態では、例えば、エチレンビニルアルコールコポリマー（ＥＶＯＨ
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）、ナイロン、あるいは前述のそれらの材料のいずれか等、任意の他の好適な材料または
材料の組み合わせから構成されてもよい。
【００４１】
　２つ以上の層を含む、本開示のライナーの実施形態は、層が任意の好適な順序および／
または組み合わせで配列され得るように構成されてもよい。例えば、ライナー３００の断
面を示す、図３に見られ得るように、一実施形態では、ライナーは、内側または湿潤層３
０２、障壁層３０６、第２の内側層３１０、および保護または外側層３１４を含んでもよ
い。任意の２つの層は、それらの間に、１つ以上の結合層３０４、３０８、３１２を有し
てもよい。図３は、多層ライナーの可能な層の一構成を示すが、任意の他の好適な層の組
み合わせが、本開示の精神および範囲内であることを理解されるであろう。例えば、一実
施形態では、ライナーは、潜在的に、それらの間に１つ以上の結合層３０４、３０８を伴
って、内側または湿潤層３０２、障壁層３０６、および第２の内側層３１０（外側層であ
ってもよい）を含んでもよい。前述のように、多層ライナー３００の層はそれぞれ、ライ
ナー３００の他の層と同一の厚さである、またはそうでない場合がある、任意の好適な厚
さを有してもよい。いくつかの実施形態では、非結合層のうちの１つ以上の厚さは、約５
から約１４０ミクロンであってもよい。さらなる実施形態では、非結合層のうちの１つ以
上の厚さは、約１０から約１２０ミクロンであってもよい。なおもさらなる実施形態では
、非結合層のうちの１つ以上の厚さは、約１５から約１００ミクロンであってもよい。し
かしながら、多層ライナーの１つ以上の層は、任意の好適な厚さを有してもよいことを理
解されるであろう。
【００４２】
　本開示のライナーは、概して、平滑外側および／または内側表面を有する、比較的に単
純設計を有してもよく、あるいはライナーは、例えば、限定されないが、プリーツ、リッ
ジ、くぼみ、および／または突出を含む、比較的に複雑な設計を有してもよい。一実施形
態では、例えば、ライナーは、閉塞を防止するようにテクスチャ加工されてもよい、すな
わち、ライナーは、ライナー内に液体を捕捉し、液体が適切に分配されることを妨害する
であろうように、ライナーがその上に崩壊しないよう防止するようにテクスチャ加工され
てもよい。
【００４３】
　本開示のライナーを構成する膜は、任意の好適なプロセスまたはプロセスの組み合わせ
によって形成されてもよい。例えば、ライナーのための膜は、共押出、押出吹込成形、射
出押出成形、射出延伸吹込成形、あるいは任意の他の好適な方法または方法の組み合わせ
によって形成されてもよい。本開示のライナーのいくつかの実施形態において使用され得
る、膜を製造する方法のタイプ、特性、および方法の実施例は、２０１１年１０月１０日
出願の国際出願ＰＣＴ／ＵＳ１１／５５５５８号「Ｓｕｂｓｔａｎｔｉａｌｌｙ　Ｒｉｇ
ｉｄ　Ｃｏｌｌａｐｓｉｂｌｅ　Ｌｉｎｅｒ，Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ　ａｎｄ／ｏｒ　Ｌｉ
ｎｅｒ　ｆｏｒ　Ｒｅｐｌａｃｉｎｇ　Ｇｌａｓｓ　Ｂｏｔｔｌｅｓ，ａｎｄ　Ｅｎｈａ
ｎｃｅｄ　Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　Ｌｉｎｅｒｓ」および２０１１年６月２１日出願の米国特
許出願第６１／４９９，２５４号「Ｓｕｂｓｔａｎｔｉａｌｌｙ　Ｒｉｇｉｄ　Ｃｏｌｌ
ａｐｓｉｂｌｅ　Ｌｉｎｅｒ，Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ　ａｎｄ／ｏｒ　Ｌｉｎｅｒ　ｆｏｒ
　Ｒｅｐｌａｃｉｎｇ　Ｇｌａｓｓ　Ｂｏｔｔｌｅｓ，ａｎｄ　Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　Ｇｕ
ｓｓｅｔｅｄ　ｏｒ　Ｎｏｎ－Ｇｕｓｓｅｔｅｄ　Ｌｉｎｅｒｓ」に詳細に説明されてお
り、それぞれ、本明細書では、全体が本明細書に組み込まれる。
【００４４】
　いくつかの実施形態では、ライナーは、内部空洞内からの液体の分配能力を補助するよ
うに成形されてもよい。図４Ｂに例示される、オーバーパックと併用するためのライナー
の一実施形態では、ライナー４２８は、ライナー４２８の垂直方向距離に延在し得る、あ
る場合には、嵌合部４３４から底部４４０に、実質的に、ライナー４２８の垂直方向距離
全体に延在し得る１つ以上の事前折り目または折り目４３０を含んでもよい。折り目線４
３０は、ライナー内に成形されてもよく、または成形プロセス後に追加されてもよい。折
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り目線４３０は、ライナー４２８の崩壊または折畳みパターンを制御するように設計され
てもよい。任意の好適な数の折り目線４３０が、ライナーに提供されてもよい。折り目線
４３０は、ライナー４２８の崩壊または折畳みパターンを制御し、崩壊の間、ライナー４
２８から流出され得る、粒子の数を低減または最小にするように好適に構成されてもよい
。折り目線４３０は、ライナー４２８の完全または略完全崩壊に応じて、結果として生じ
る折り目線の数および／またはライナー内のガス捕捉場所を低減あるいは最小にするよう
に構成されてもよい。本開示の実施形態と併用され得る、種々の折り目パターンは、国際
出願ＰＣＴ／ＵＳ１１／５５５５８号および米国特許出願第６１／４９９，２５４号に説
明されており、参照することによって、その全体として前述に組み込まれている。
【００４５】
　さらに他の実施形態では、図４Ｃに図示されるように、ライナー４４２は、実質的に、
オーバーパック４４６の形状に適合し得ない形状を含む、任意の所望の形状を有してもよ
い。例えば、ある場合には、ライナー４４２は、実際は、枕型ライナー、ガセットが付け
られたライナー、または任意の他の好適なライナーであってもよい。本開示の実施形態と
併用され得る、そのようなライナーの実施例は、国際ＰＣＴ特許出願第ＰＣＴ／ＵＳ１１
／５５５５８号および米国特許出願第６１／４９９，２５４号に説明されており、参照す
ることによって、その全体として前述に組み込まれている。そのようなライナーは、有利
には、いくつかの実施形態では、比較的に小型のライナーおよびオーバーパックシステム
、例えば、概して、わずか１９Ｌを保持する+ライナーと併用されてもよい。しかしなが
ら、非共形ライナーもまた、１９Ｌを上回る材料を保持するように構成されてもよいこと
が認識されるであろう。より少ない材料を保持するように構成されるより小さいライナー
は、いくつかの実施形態では、比較的により薄い膜から作製されてもよい。非共形ライナ
ーは、他の実施形態を参照して本明細書に説明されるように、浸漬管を伴って、または伴
わずに、使用されてもよい。
【００４６】
　使用時、ライナー４は、ライナー４が崩壊状態にある状態において、オーバーパック２
の首部６を通してオーバーパック２の中へ挿入されてもよい。このように、ライナー４は
、取外し可能および取外し不可能ヘッド容器のためのものを含め、ＵＮ　ＤＯＴ試験に合
格するように要求される、ライナーベースのシステムにおいて作用するように設計されて
もよい。例えば、ライナー４は、崩壊状態において、危険材料のためのＵＮ　ＤＯＴ取外
し不可能ヘッド容器認可を満たすための容器の標準的容器開口部内に嵌合し、ある場合に
は、実質的に容易に嵌合するように設計されてもよく、これは、ある場合には、直径３イ
ンチを超えてはならない。ライナー４が、オーバーパック２の内側に設置されると、ライ
ナー４は、オーバーパック２の内部の形状に実質的に適合し得るように、拡張状態に拡張
されてもよい。いくつかの実施形態では、ライナーは、所望の材料によるライナーの充填
に先立って、クリーンガス、例えば、限定されないが、Ｎ２、またはクリーンな乾燥空気
で膨張されてもよい一方、他の実施形態では、ライナーは、充填される化学物質で拡張さ
れてもよい。ライナー４が所望の材料で充填された後、オーバーパックの閉鎖および／ま
たはコネクタアセンブリ２４は、ライナー４の嵌合部１０に着脱可能に固着されてもよい
。システム１００は、次いで、所望の場所に出荷される、または出荷されるまで保管され
てもよい。所望の場所への到着に応じて、ライナー４の内容物は、分配されてもよい。
【００４７】
　従来、ドラム式オーバーパックと併用するためのライナーの内容物は、ポンプ分配によ
って分配される。故に、一般的には、ライナーから内容物を圧送するために、浸漬管がラ
イナーおよびオーバーパックと併用されてもよい。ポンプ分配は、概して、他の分配方法
、例えば、圧力分配と同様の高分配率を一貫して達成できない場合がある。さらに、特に
、浸漬管は、一般的には、単回使用後に廃棄されるので、ポンプ分配の間に使用される浸
漬管は、比較的に高価であり得る。有利には、本開示のライナーの内容物は、いくつかの
実施形態では、浸漬管を使用せずに、圧力分配によって分配されてもよい。したがって、
本開示のライナーのいくつかの実施形態の分配能力は、公知のライナーより高く、システ
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ムの全体的コストは、より少なくなり得る。
【００４８】
　一実施形態では、ライナーの中に保管された液体を分配するために、圧力源がライナー
ベースのシステムに接続されてもよく、ガスまたは流体がライナーの外側とオーバーパッ
クの内側壁との間の環状空間に導入され、ライナーを崩壊させ、ライナーの内容物をライ
ナーの嵌合部から排出させてもよい。図５Ａに見られ得るように、いくつかの実施形態で
は、ライナー５００は、オーバーパック５１０の中に載置されてもよい。ガス入口５１２
は、ガス源５１８に動作可能に連結され、ライナー５００を崩壊させ、液体出口５２０を
通してライナー内に保管された液体を圧力分配するために、オーバーパック５１０壁とラ
イナー５００壁との間の空間にガスを導入することができる。いくつかの実施形態では、
オーバーパック５１０はまた、制御構成要素５３０を含み、流入ガス流および流出液体流
を制御してもよい。コントローラー５４０は、制御構成要素５３０に動作可能に連結され
ることにより、ライナー５００からの液体の分配を制御することができる。
【００４９】
　本開示のライナーの内容物を分配するために要求される圧力の量は、ライナーを崩壊す
るために要求される力に依存してもよく、これは、ライナーの厚さおよび／または組成物
に依存し得る。いくつかの実施形態では、ライナーの内容物は、任意の好適な圧力におい
て分配されてもよい。例えば、一実施形態では、内容物は、約７ｐｓｉｇから約３０ｐｓ
ｉｇにおいて分配されてもよい。
【００５０】
　概して、出口液体圧力は、入口ガス圧力の関数であり得る。一般的には、入口ガス圧力
が一定のままである場合、出口液体圧力もまた、概して、分配プロセスにおいて一定であ
り得るが、ライナーが空に近づくことに伴って、分配の終わり近くにおいて減少する。ラ
イナーからの流体のそのような分配を制御するための手段は、例えば、２００７年２月６
日に発行された米国特許第７，１７２，０９６号「Ｌｉｑｕｉｄ　Ｄｉｓｐｅｎｓｉｎｇ
　Ｓｙｓｔｅｍ」、２００７年６月１１日出願の国際出願ＰＣＴ／ＵＳ０７／７０９１１
号「Ｌｉｑｕｉｄ　Ｄｉｓｐｅｎｓｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｅｎｃｏｍｐａｓｓｉｎｇ
　Ｇａｓ　Ｒｅｍｏｖａｌ」、および２０１１年１月５日出願の国際出願ＰＣＴ／ＵＳ２
０１１／０２０２３６号「Ｌｉｑｕｉｄ　Ｄｉｓｐｅｎｓｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　ｗｉ
ｔｈ　Ｇａｓ　Ｒｅｍｏｖａｌ　ａｎｄ　Ｓｅｎｓｉｎｇ　Ｃａｐａｂｉｌｉｔｉｅｓ」
に説明されており、それぞれ、参照することによって、全体が本明細書に組み込まれる。
【００５１】
　入口ガス圧力が、概して、一定に保持される実施形態では、国際出願ＰＣＴ／ＵＳ０７
／７０９１１号に詳細にさらに説明されるように、出口液体圧力を監視することができる
。ライナーが空に近づくことに伴って、出口液体圧力は、減少する、すなわち、垂下する
。出口液体圧力におけるそのような減少または垂下の検出あるいは感知は、容器が空に近
いことの指標として使用することができ、それによって、垂下空状態検出と称され得るも
のを提供する。
【００５２】
　しかしながら、いくつかの実施形態では、分配プロセス全体にわたって実質的に一定で
あるように出口液体圧力を制御することは望ましいことであり得る。いくつかの実施形態
では、出口液体圧力を実質的に一定に保持するために、入口ガス圧力および出口液体圧力
が監視されてもよく、入口ガス圧力が、液体出口圧力を一定に保持するために、制御およ
び／または放出されてもよい。例えば、ライナーが空に近いときを除き、比較的満たされ
たライナーの性質により、比較的低い入口ガス圧力が、分配プロセスの間、要求され得る
。ライナーが空に近づくことに伴って、一定の出口圧力でさらに液体を分配するためには
、より高い入口ガス圧力が、概して、要求され得る。故に、出口液体分配圧力は、ライナ
ーが分配の完了に近づくことに伴って、入口ガス圧力が増加することを示す、図５Ｂから
分かり得るように、入口ガス圧力を制御することによって、分配プロセスを通じて実質的
に一定に保持されてもよい。
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【００５３】
　分配プロセスにおけるある時点において、図５Ｂのグラフ５８０に示されるように、ラ
イナーを空にするために要求される入口ガス圧力の量は、急激に比較的高くなり得る。い
くつかの実施形態では、上昇する入口ガス圧力を分配プロセスを通じて監視することが空
検出機構を提供するために使用され得る。例えば、一実施形態では、入口ガス圧力は、監
視されてもよく、入口圧力があるレベルに達すると、ライナーが空であり、分配プロセス
が完了したと決定してもよい。このような空検出機構は、時間とエネルギー、ひいては、
費用を節約することを補助し得る。
【００５４】
　例えば、いくつかの実施形態では、入口ガス圧力および／または液体出口圧力は、分配
の間、監視および／または制御されてもよい。図５Ａに戻って参照すると、いくつかの実
施形態では、液体出口圧力は、例えば、出口圧力変換器５６０によって感知されてもよい
。出口圧力変換器５６０からの信号は、コントローラー５４０によって読み取られてもよ
い。液体出口圧力が低過ぎる場合、ライナー５００とオーバーパック５１０との間の領域
にかかる入口ガス圧力は、例えば、制御構成要素５３０の一部を備え得る１つ以上の入口
ソレノイドを介して、増加されてもよい。液体出口圧力が高過ぎる場合、ライナー５００
とオーバーパック５１０との間の領域にかかる圧力は、例えば、制御構成要素５３０の一
部を備え得る１つ以上の放出ソレノイドによって放出されてもよい。ライナー５００とオ
ーバーパック５１０との間の環状空間内に設置される圧力センサは、前述のように、また
は分配が終了すべきときを決定する任意の他の好適な方法によって、分配終了点に達した
かどうか、例えば、入口ガス圧力上限に達したかどうかを決定してもよい。
【００５５】
　さらなる実施形態では、本開示のライナーベースのシステムは、２００６年６月５日出
願の米国特許出願第１１／９１５，９９６号「Ｆｌｕｉｄ　Ｓｔｏｒａｇｅ　ａｎｄ　Ｄ
ｉｓｐｅｎｓｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　ａｎｄ　Ｐｒｏｃｅｓｓｅｓ」（その内容は、参
照することによって、その全体として、本明細書に組み込まれる）に開示されるもの等、
ＮＯＷＰａｋ（登録商標）圧力分配システムと互換性があるように構成されてもよい。本
開示のライナーベースのシステムと併用され得る、誤接続防止コネクタのサンプルは、Ａ
ＴＭＩ（Ｄａｎｂｕｒｙ、Ｃｏｎｎｅｃｔｉｃｕｔ）製のもの、または２００６年６月１
３日出願の米国特許出願第６０／８１３，０８３号、２００６年１０月１６日出願の米国
特許出願第６０／８２９，６２３号、および２００７年１月３０日出願の米国特許出願第
６０／８８７，１９４号に開示されるもの（すべて、参照することによって、全体が本明
細書に組み込まれる）であってもよい。
【００５６】
　有利には、浸漬管の欠如または短縮浸漬管の使用、あるいは上部にポートを有する長い
浸漬管の使用は、ライナーからの内容物の分配に先立って、ライナー内の頭隙ガスの除去
を可能にすることができる。概して、「頭隙」という表現は、本明細書で使用されるよう
に、ライナーの中に保管される内容物の上方において、ライナーの上部まで上昇し得るラ
イナー内のガス空間を指し得る。内容物分配に先立って頭隙ガスを除去することによって
、液体と直接接触するガスは、分配プロセスの間、液体中に溶解されるガスの量が有意に
低減または最小にされるように、減少または実質的に排除することができる。最小溶解ガ
スを有する液体は、概して、分配系列内において圧力降下を受けた後に、ガス気泡を放出
する傾向が低く、したがって、実質的に、液体分配システムにおけるガス気泡問題を低減
または排除する。概して、ライナーの中の頭隙は、最初、ライナーが崩壊を開始し、それ
によって、ライナーから頭隙除去ポートまたは他の好適な出口ポートを通して、いかなる
過剰な頭隙ガスも付勢するように、圧力ポートを介して、ライナーとオーバーパックとの
間の環状空間を加圧することによって、除去または低減されてもよい。
【００５７】
　本開示のいくつかの実施形態の形状、厚さ、および組成物のため、分配可能率は、ライ
ナー壁の厚さおよび／またはライナーのために使用される材料に応じて、９０％を超え、
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望ましくは、９７％を超え、さらに望ましくは、最大９９．９％の分配能力となり得る。
例えば、本明細書に説明されるような閉塞防止器を有する本開示の６つの２００Ｌライナ
ーにおいて行われた圧力分配試験では、圧力分配が完了した後の各ライナー中の残量は、
１００ｍｌ（０．０５％）未満であり、平均は、約４０ｍｌ（０．０２％）であった。
【００５８】
　本開示のライナーの一実施形態と２つの他の市販ライナー（本明細書では、市販ライナ
ー１および市販ライナー２と称される）を比較するために行われた試験は、本開示のライ
ナーのいくつかの実施形態の利点を実証する。比較試験において使用された本開示の単層
ライナーは、ＬＬＤＰＥの層、結合層、ＥＶＯＨ、別の結合層、および別のＬＬＤＥＰ層
を含み、総厚は、約１００μｍであった。このライナーは、本明細書では、「ＮＳ５０」
と称される。試験された２つの市販ライナーはそれぞれ、２つの別個の企業によって作製
された２層３次元ライナーであった。以下で行われ、説明される試験として、Ｎ２浸透性
、脱イオン（「ＤＩ」）水中の粒子発散、ＤＩ水中の全有機体炭素（「ＴＯＣ」）、なら
びにＤＩ水および５％硝酸中の微量金属（「ＴＭ」）を含む。Ｎ２浸透性試験は、ＮＳ５
０の単層ならびに市販ライナーの内側および外側層のそれぞれにおいて、別個に行われた
。分析試験は、ＮＳ５０の単層および二重層市販ライナーのそれぞれから作製されたパウ
チで行われた。行われた各試験は、サンプルのそれぞれおよび／または試験された異なる
膜のそれぞれにおいて、実質的に同じように実施された。
【００５９】
　（浸透性試験）
　浸透性試験のために、２つの４インチ×４インチの膜サンプルが、ＮＳ５０ならびに市
販ライナー１および市販ライナー２の内側と外側層のそれぞれに対して調製された。サン
プルはそれぞれ、Ｍｏｃｏｎ　Ｍｕｌｔｉ－Ｔｒａｎ４００装置上で行われた。使用され
た試験ガスは、０％ＲＨのＮ２であった。搬送ガスは、０％ＲＨの１００％ヘリウムであ
って、試験温度は、２３℃、すなわち、室温であった。ｃｃ／（１００ｉｎ２／日）あた
りのＮ２透過率が、以下の表に示されるように記録され、
【００６０】
【表１】

前述の結果から分かり得るように、ＮＳ５０サンプルは、市販ライナーサンプルのそれぞ
れより２桁低いＮ２透過率を有していた。
【００６１】
　（粒子試験）
　粒子試験は、ＮＳ５０、市販ライナー１、および市販ライナー２のそれぞれから生成さ
れたサンプル用５．５インチ×１１．５インチパウチを使用して実施された。パウチはそ
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。粒子濃度は、Ｒｉｏｎ　ＫＳ－１６液体粒子計測器を使用して測定された。データは、
以下のグラフに示され、
【００６２】
【化１】

前述の結果から分かり得るように、ＮＳ５０サンプルは、平均して、市販ライナー１サン
プルより１桁少ない粒子発散、および市販ライナー２サンプルより４桁少ない粒子発散を
有していた。
【００６３】
　（ＴＯＣ試験）
　全有機体炭素（「ＴＯＣ」）試験の調製は、前述の粒子試験と同様に実施された。ＴＯ
Ｃは、試験開始時（Ｔ＝０）および試験の第７日目（Ｔ＝７）において、Ｓｉｅｖｅｒｓ
　９００　ＴＯＣ分析器を使用して測定された。データは、以下のグラフに示され、
【００６４】
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前述の結果から分かり得るように、Ｔ＝０において、ＮＳ５０サンプルに対するＴＯＣレ
ベルは、平均して、市販ライナー１サンプルに対するＴＯＣレベルと略同一であり、市販
ライナー２サンプルに対するＴＯＣレベルの約１／２から１／３までであった。Ｔ＝７に
おいて、ＮＳ５０サンプルに対するＴＯＣレベルは、平均して、市販ライナー１サンプル
に対するＴＯＣレベルの約２／５、および市販ライナー２サンプルに対するＴＯＣレベル
の約１／１０であった。
【００６５】
　（ＴＭ試験）
　微量金属（「ＴＭ」）試験の調製もまた、前述の粒子試験と同様に実施された。微量金
属は、試験開始時（Ｔ＝０）、試験の第７日目（Ｔ＝７）、および試験の第３０日目（Ｔ
＝３０）に、Ａｇｉｌｅｎｔ　７５００　ＩＣＰ－ＭＳ機械を使用して測定された。微量
金属試験は、ＤＩ水および５％硝酸中で行われた。
【００６６】
　（ＤＩ中のＴＭ）
　Ｔ＝０、Ｔ＝７、およびＴ＝３０日目のデータは、以下のグラフに示され、
【００６７】
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前述の結果から分かり得るように、ＮＳ５０および市販ライナー１サンプルに対するＤＩ
中の微量金属レベルは、同等であったが、市販ライナー２サンプルに対する微量金属レベ
ルは、有意に高かった。
【００６８】
　（５％硝酸中のＴＭ）
　Ｔ＝０、Ｔ＝７、およびＴ＝３０日目のデータは、以下のグラフに示され、
【００６９】
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【化４】

前述の結果から分かるように、ＮＳ５０および市販ライナー１サンプルに対する５％硝酸
中の微量金属レベルは、同等であったが、市販ライナー２サンプルに対する微量金属レベ
ルは、有意に高かった。
【００７０】
　前述の試験から分かり得るように、本開示のいくつかの実施形態は、他の公知のライナ
ーに勝る種々の利点を有し得る。利点の１つとして、前述の試験結果によって示されるよ
うに、ライナーの内容物の純度を維持する能力の向上が挙げられ得る。
【００７１】
　本開示のいくつかの実施形態は、説明される本明細書に説明されるように、浸漬管を有
していないものとして説明されたが、しかしながら、本開示のいくつかの実施形態は、ラ
イナーの内容物が、ライナーの嵌合部から指向され得るように、嵌合部および／またはコ
ネクタからライナーの内部までただ比較的に短い距離だけ延在する小管を含んでもよいこ
とが認識されるであろう。このタイプの装置は、ある場合には、「短太プローブ」と称さ
れる場合があり、その実施例は、米国特許出願第１１／９１５，９９６号に詳細に説明さ
れており、その内容物は、前述で参照することによって、全体が本明細書に組み込まれる
。
【００７２】
　本開示の他の実施形態では、ライナーベースのシステムは、浸漬管を含んでもよい。そ
のような実施形態では、中空浸漬管は、閉鎖および／またはコネクタアセンブリのコネク
タと一体型あるいは別個であってもよい。この点において、ライナー内の内容物は、直接
、浸漬管を介して、ライナーから受容されてもよい。浸漬管の使用を含む、ライナーのい
くつかの実施形態では、浸漬管はまた、分配のために、既存のポンプ分配システムの使用
を含め、ライナー内の内容物をポンプ分配するために使用されてもよい。
【００７３】
　浸漬管の一実施形態は、図３４および３５に示される。図３４は、本発明の一実施形態
による、嵌め込み浸漬管アセンブリの一部を構成する、連結器３４００の斜視図を図示す
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る。連結器３４００は、その近位端に、略円筒形主要部分３４０２を備える。主要部分３
４０２は、その遠位端において、錐体円錐形遷移部分３４１２に継合されてもよく、これ
は、順に、連結器内の中心通路と連通する開放遠位端３４０６を有する、円筒形遠位部分
３４０４に継合されてもよい。その外部円筒形表面上において、遠位部分３４０４は、以
下により完全に説明されるように、管類と噛合可能な係合のために、薄い遠位端部分およ
び厚い近位端部分を伴う、略楔形状であり得る、所定位置で嵌め込まれる突出要素３４０
８を有してもよい。
【００７４】
　その遠位先端における遠位部分３４０４は、外接するリング突出またはリッジ３４１０
の形態において、密閉特徴を有してもよい。連結器３４００の略円筒形主要部分３４０２
は、図示されるように、組立者による連結器の容易な把持を可能にする共形特徴と一緒に
形成されてもよい。
【００７５】
　図３５は、連結器の所定位置で嵌め込まれる突出３４０８との嵌め込み係合のために、
その中に孔３５２２を有する、管類３５２０の斜視図である。管類３５２０は、示される
ように、連結器の対応する数の所定位置で嵌め込まれる突出３４０８に係合するための２
つの孔３５２２と一緒に形成されてもよいが、しかしながら、１つまたは２つを上回るそ
のような孔および連結器上の対応する数の突出が、具体的実施形態において利用されるこ
とができる。管類はまた、本実施形態では、円遠位部分３４１０が、所定の程度まで、管
類３５２０に挿入されると、筒形遠位部分３４０４上の密閉特徴３４１０が、概して、そ
のような溝に噛合可能に係合するように、周囲溝と一緒に形成されてもよい。
【００７６】
　図３６は、相互に係合され、突出３４０８が、孔３５２２内に配置され、密閉特徴３４
１０が、管類３５２０の内部溝内に静置された状態にある、図３４および３５の連結器と
管類の立面断面図である。結果として生じる嵌め込み式浸漬管アセンブリは、口広げ加工
、加締、または他の労働集約的かつ時間がかかる動作を伴わずに、容易に組み立てられ得
る。
【００７７】
　図３７は、本発明の別の実施形態による、連結器３７５０の斜視図である。連結器３７
５０は、遠位管状部分３７５６と比較して、中間平均直径の略錐体円錐形遷移部分３７５
４（連結器の他の２つの部分と比較して最小直径である、それを通るボア３７５８を有す
る）と比較して、比較的により大きな平均直径の近位の略円筒形部分３７５２を有する。
遠位管状部分３７５６は、ボア３７５８に外接し、一連の個別の陥没３７６２と交互する
一連のリッジ３７６０によって特徴付けられる、波状壁を有してもよい。連結器の遠位部
分の波状表面外形は、連結器が、管類の対応する区画と固着方式で噛合することを可能に
し得る。
【００７８】
　次に、図３８を参照すると、連結器３７５０が示されており、全部品および要素は、図
３７で指定された参照番号に関連して、対応して番号が付けられている。連結器３７５０
は、一体型浸漬管アセンブリを提供するように、管類３８６６と噛合されてもよい。本ア
センブリでは、連結器の遠位管状部分３７５６上のリッジまたは「隆起」は、管類３８６
６を変形させる役割を果たしてもよい。本配列は、したがって、概して、管類によって、
連結器の遠位部分の外部表面上に付与される把持力を提供し、ならびに管類が連結器の外
部表面と密接に接触していない場合、浸漬管の機能を損なわせ得る、空気ポケットおよび
潜在的化学物質の捕捉を排除する。図３９は、浸漬管アセンブリ３７５０の断面における
、側面立面図であって、連結器の遠位部分の外部表面上の管類３８６６の外形を示す。
【００７９】
　本開示のいくつかの実施形態はさらに、閉塞をさらに低減または排除するための構成要
素または方法を含んでもよい。前述のように、概して、閉塞は、ライナーの直径が狭まり
、最終的に、その上に、すなわち、ライナー内部の構造に崩壊し、実質的量の液体の上方
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に配置される、閉塞点を形成するときに生じるものとして説明され得る。閉塞を防止また
はそれに対処する種々の方法は、２００８年１月３０日に出願の国際出願ＰＣＴ／ＵＳ０
８／５２５０６号「Ｐｒｅｖｅｎｔｉｏｎ　Ｏｆ　Ｌｉｎｅｒ　Ｃｈｏｋｅ－ｏｆｆ　Ｉ
ｎ　Ｌｉｎｅｒ－ｂａｓｅｄ　Ｐｒｅｓｓｕｒｅ　Ｄｉｓｐｅｎｓａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔ
ｅｍ」に説明されており、参照することによって、全体が本明細書に組み込まれる。閉塞
を制限または排除するための構成要素および／または方法の付加的実施例はまた、米国特
許出願第６１／４９９，２５４号に詳細に説明されており、前述で参照することによって
、全体が本明細書に組み込まれる。
【００８０】
　加えて、いくつかの実施形態では、閉塞は、図６に示されるように、閉塞防止器を提供
することによって、排除または低減されてもよい。閉塞防止器は、既存のライナー嵌合部
および／または閉塞防止器をライナー嵌合部または分配コネクタに連結する際に使用する
ための特殊アダプタに動作可能に固着されるように構成されてもよい。防止器６００は、
任意の化学的に相溶性がある材料、例えば、ＰＥ、ＰＦＡ、ＰＴＦＥ、あるいは任意の他
の好適な材料または材料の組み合わせから構成される、可撓性の略螺旋形状巻着管６０４
を含んでもよい。いくつかの実施形態では、防止器６００はまた、巻着管６０４を囲繞し
得る、シース６０６を含んでもよい。巻着管６０４と同様に、シース６０６も、任意の化
学的に相溶性がある材料から構成されてもよい。巻着管６０４は、シース６０６と同一の
材料または異なる材料から構成されてもよい。防止器ヘッド６０２は、ライナーの嵌合部
内へ挿入されてもよい一方、巻着管６０４は、ライナー自体の中へ任意の好適な距離だけ
延在してもよい。螺旋巻着管６０４は、分配中、ライナーが崩壊することに伴ってチャネ
ルを開放したままにし、材料の連続流動を確実にすることを補助し得る。防止器６００は
、部分的に、ライナー内でのその垂直設置およびまた重力に対して作用し得るので、いく
つかの実施形態では、防止器６００は、防止器６００の適切な設置を確実にするために、
可撓性巻着管６０４を有してもよい。いくつかの実施形態では、巻着管６０４は、巻着管
６０４の異なる区画において、可変重量または異なる特徴を有してもよい。例えば、巻着
管６０４は、巻着管６０４が防止器ヘッド６０２に連結する全体領域においてより剛性で
あってもよい。加えて、防止器ヘッド６０２から最も遠い巻着管６０４の端部は、いくつ
かの実施形態では、端部がライナーの底部に向かうほど、より重くなる傾向にあり得るよ
うに、巻着管６０４の他の区画より重くてもよい。本開示の２００Ｌライナーを有する防
止器６００を使用した試験では、９９．９５％の分配能力が達成された。さらに、いくつ
かの実施形態では、防止器６００は、使い捨てであり、単回使用のために構成されてもよ
い。いくつかの実施形態では、防止器６００はまた、浸漬管として使用されてもよい。
【００８１】
　別の実施形態では、図８および９に示されるように、伸長管８０２、９０２が、ライナ
ーの中へ延在し、閉塞を防止することを補助し得る。管８０２、９０２は、略円筒形また
は任意の他の形状を含む任意の幾何学形状を有してもよい。いくつかの実施形態では、管
８０２、９０２は、管８０２、９０２の本体に切り込まれた複数の孔８０６、９０６を有
してもよい。図８に見られ得るように、一実施形態では、孔８０６は、例えば、列に配列
され、それによって、管８０２の側壁内に縦方向リブを形成してもよい。図９に示される
別の実施形態では、孔９０６は、相互に対して、パターンとして、またはランダムにオフ
セットされてもよい。孔８０６は、例えば、図８に示されるように、長方形であってもよ
く、または孔９０６は、例えば、図９に示されるように、円形であってもよい。他の実施
形態では、孔は、可変幾何学形状を伴う孔を含む、任意の好適な幾何学形状を有してもよ
い。管は、任意の好適な距離だけ、ライナー内に延在してもよく、限定されないが、プラ
スチック、金属、またはガラスを含む、任意の好適な材料または材料の組み合わせから構
成されてもよい。さらにそのような閉塞防止管は、２００５年１１月２２出願の米国特許
出願第１１／２８５，４０４号「Ｄｅｐｌｅｔｉｏｎ　Ｄｅｖｉｃｅ　ｆｏｒ　Ｂａｇ　
ｉｎ　Ｂｏｘ　Ｃｏｎｔａｉｎｉｎｇ　Ｖｉｓｃｏｕｓ　Ｌｉｑｕｉｄ」により詳細に開
示および説明されており、参照することによって、全体が本明細書に組み込まれる。



(28) JP 6397625 B2 2018.9.26

10

20

30

40

50

【００８２】
　別の実施形態では、図１０に示されるように、管１０００は、ライナー内に挿入されて
もよい。管１００２の本体は、閉塞を防止または低減するために、例えば、螺旋、バネ状
、またはコイル状の形状を有してもよい。このタイプの管は、例えば、１９７７年８月２
９日出願の米国特許第４，１３８，０３６号「Ｈｅｌｉｃａｌ　Ｃｏｉｌ　Ｔｕｂｅ－Ｆ
ｏｒｍ　Ｉｎｓｅｒｔ　ｆｏｒ　Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　Ｂａｇｓ」にさらに開示および説明
されており、参照することによって、全体が本明細書に組み込まれる。
【００８３】
　さらに別の実施形態では、閉塞は、ライナー内に管を挿入することによって、低減また
は防止され得、管は、ライナーの嵌合部を管に接続する、複数のバネ部材を有してもよい
。いくつかの実施形態では、管は、例えば、図８、９、または１０に示される管に類似し
てもよい。このタイプの管はさらに、例えば、２００３年６月１０日出願の米国特許第７
，００４，２０９号「Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　Ｍｏｕｎｔｉｎｇ　ｆｏｒ　Ｅｖａｃｕａｔｉ
ｏｎ　Ｃｈａｎｎｅｌ」により詳細に開示されており、参照することによって、全体が本
明細書に組み込まれる。
【００８４】
　付加的実施形態では、ライナーの内側または湿潤層の表面は、ライナー閉塞を防止する
ことを補助するために、ライナー製造プロセスの間、変形されてもよい。例えば、いくつ
かの実施形態では、図４Ａに見られ得るように、ライナー層が、従来のライナー製造機械
４２０を通して進行することに伴って、薄板用ツール４０８が、ライナーの内側または湿
潤層４０６の表面と接触するように設置されてもよい。１つのみの薄板用ツールが示され
るが、いくつかの実施形態では、複数の薄板用ツール４０８が、使用されてもよい。１つ
以上の薄板用ツール４０８は、加熱された車輪４１０を含んでもよく、車輪４１０の温度
は、内側層４０６の融点を上回って保持されてもよい。適切かつ十分な量の圧力が、加熱
された車輪４１０によって、内側層４０６の表面に印加される状態において、内側層４０
６の表面は、有利には、非平面の表面に変形されてもよい。いくつかの実施形態では、１
つ以上の薄板用ツール４０８は、車輪４１０が、内側層４０６の表面と接触することに伴
って、固定状態のままであってもよい一方、他の実施形態では、薄板用ツール４０８は、
例えば、ライナー層４０６が、ライナー製造機械４２０を通して進行することに伴って、
左右に揺動するように作製されてもよい。
【００８５】
　別の実施形態では、ライナー製造機械４２０は、内側層４０６が、加熱されたローラ４
０２と接触すると、内側層４０６の表面が、有利には、非平面表面に変形され得るように
、その上にエッチングされた表面トポグラフィを有し得る、加熱されたローラ４０２を含
んでもよい。前述の具体的実施形態は、詳細に説明されたが、本開示のライナーの内側層
および／または任意の他の層を変形させるための任意の他の好適な方法または方法の組み
合わせが想定されることを理解されるであろう。
【００８６】
　いくつかの実施形態における、閉塞を防止するための別の方法は、ライナーの表面に取
着され得る、収縮可能層１１００の断面を示す、図１１に見られ得る。収縮可能層１１０
０は、例えば、ライナーの内側壁に取着されてもよい。いくつかの実施形態における収縮
可能層１１０２は、２つの異なる材料の積層１１００から構成されてもよい。例えば、一
方の材料は、非吸湿性であってもよく、他の材料は、吸湿性であってもよい。湿気または
液体が、ライナー内に導入されると、収縮可能層１１００の吸湿性層は、拡張し、収縮可
能層１１００を概して巻き付かせ、ライナーが、分配中、閉塞しないように防止し得る厚
い管を形成してもよい。さらにそのような装置は、例えば、１９８３年１１月２５日出願
の米国特許第４，５２４，４５８号「Ｍｏｉｓｔｕｒｅ　Ｒｅｓｐｏｎｓｉｖｅ　Ｓｔｉ
ｆｆｅｎｉｎｇ　Ｍｅｍｂｅｒｓ　ｆｏｒ　Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　Ｃｏｎｔａｉｎｅｒｓ」
に説明されており、全体として、本明細書に組み込まれる。
【００８７】
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　他の実施形態では、ストリップが、固定して、または取り外し可能に取着されてもよく
、または他の実施形態では、閉塞を防止することを補助するために、ライナーと一体であ
ってもよい。図１２に見られ得るように、ストリップ１２０２は、また、必然的に、対応
する複数の隆起部分１２０６を形成する、複数のチャネルを有してもよい。ストリップ１
２０２は、ライナーと同一材料またはライナーと異なる材料を含む、任意の好適な材料あ
るいは材料の組み合わせから形成されてもよい。ストリップ１２０２は、１つ以上の層お
よび／または１つ以上の材料から構成されてもよい。１つ以上のストリップ１２０２は、
例えば、ライナーの内側に設置される、および／または、いくつかの実施形態では、嵌合
部に取着されてもよい。そのようなストリップは、１９８４年１２月１４日出願の米国特
許第４，６０１，４１０号「Ｃｏｌｌａｐｓｅｄ　Ｂａｇ　ｗｉｔｈ　Ｅｖａｃｕａｔｉ
ｏｎ　Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｆｏｒｍ　Ｕｎｉｔ」にさらに開示されており、全体として、本
明細書に組み込まれる。代替として、１つ以上のストリップ１２０２は、膜が、概して、
リッジ形状のストリップ１２０２に適合するように、ライナー膜の外部表面に添着されて
もよい。そのようなストリップは、１９８８年１２月２０日出願の米国特許第４，８９３
，７３１号「Ｃｏｌｌａｐｓｉｂｌｅ　Ｂａｇ　ｗｉｔｈ　Ｅｖａｃｕａｔｉｏｎ　Ｐａ
ｓｓａｇｅｗａｙ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｍａｋｉｎｇ　ｔｈｅ　Ｓａｍｅ」
にさらに開示されており、参照することによって、全体が本明細書に組み込まれる。なお
も別の実施形態では、ストリップ１２０２は、ライナーの膜と一体であってもよく、その
実施例は、１９８７年１１月１０日出願の米国特許第５，７４９，４９３号「Ｃｏｎｄｕ
ｉｔ　Ｍｅｍｂｅｒ　ｆｏｒ　Ｃｏｌｌａｐｓｉｂｌｅ　Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ」にさらに
詳細に説明されており、参照することによって、全体が本明細書に組み込まれる。
【００８８】
　いくつかの実施形態では、ストリップ１２０２は、ストリップ１２０２が、例えば、限
定されないが、ライナーの上部および／または底部に溶接することによって、取着され得
るように寸法設定されてもよい。例えば、ストリップ１２０２は、ライナーの上部および
／または底部において、ライナーの溶接線に溶接されてもよい。本実施形態による、その
ようなストリップの実施例は、１９９７年９月９日出願の米国特許第５，９１５，５９６
号「Ａ　Ｄｉｓｐｏｓａｂｌｅ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｏｎｔａｉｎｉｎｇ　ａｎｄ　Ｄｉｓ
ｐｅｎｓｉｎｇ　Ｐａｃｋａｇｅ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　ｉｔｓ　Ｍａｎｕｆ
ａｃｔｕｒｅ」にさらに詳細に開示されており、全体として、本明細書に組み込まれる。
ストリップ１２０２は、ライナーに対して、任意の好適な位置に載置されてもよく、また
はそれと一体であってもよい。例えば、いくつかの実施形態では、ストリップ１２０２は
、中心にまたは中心からずれて、位置してもよい。他の実施形態では、ストリップ１２０
２は、ライナーに取着されてもよいが、ライナー嵌合部から比較的に離れてもよい。スト
リップ１２０２のための好適な場所は、例えば、１９９８年１１月１８日出願の米国特許
第６，０７３，８０７号「Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ　ｗｉｔｈ　Ｅｖａｃ
ｕａｔｉｏｎ　Ｆｒｏｍ　Ｉｎｓｅｒｔ」、および１９９８年６月２日出願の米国特許第
６，０４５，００６号「Ｄｉｓｐｏｓａｂｌｅ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｏｎｔａｉｎｉｎｇ　
ａｎｄ　Ｄｉｓｐｅｎｓｉｎｇ　Ｐａｃｋａｇｅ　ａｎｄ　ａｎ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ　
ｆｏｒ　ｉｔｓ　Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｅ」にさらに詳細に説明されており、それぞれ、
全体が本明細書に組み込まれる。
【００８９】
　いくつかの実施形態では、ライナーは、挿入されたストリップを含み得る、ライナーが
形成され得るように、ライナーの製造の間、所定の長さだけ、機械または人によって前進
させられ得るプロセスによって作製されてもよい。そのようなプロセスの実施例は、１９
９８年３月１３日出願の米国特許第６，０２７，４３８号「Ｍｅｔｈｏｄ　ａｎｄ　Ａｐ
ｐａｒａｔｕｓ　ｆｏｒ　Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ　ａ　Ｆｌｕｉｄ　Ｐｏｕｃｈ」
にさらに詳細に説明されており、参照することによって、全体が本明細書に組み込まれる
。いくつかの実施形態では、ライナー嵌合部のスカート部分もまた、閉塞をさらに低減さ
せるためのチャネルを有してもよい。スカート部分におけるそのようなタイプのチャネル
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の実施例は、例えば、１９９８年１０月３０日出願の米国特許第６，１７９，１７３号「
Ｂｉｂ　Ｓｐｏｕｔ　ｗｉｔｈ　Ｅｖａｃｕａｔｉｏｎ　Ｃｈａｎｎｅｌｓ」、および２
００５年２月１日出願の米国特許第７，３５７，２７６号「Ｃｏｌｌａｐｓｉｂｌｅ　Ｂ
ａｇ　ｆｏｒ　Ｄｉｓｐｅｎｓｉｇ　Ｌｉｑｕｉｄｓ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ」にさら
に説明されており、参照することによって、全体が本明細書に組み込まれる。
【００９０】
　閉塞を低減または防止するための別の方法は、いくつかの実施形態では、波形剛性挿入
部１３００を、図１３に示されるように、ライナー内に挿入するステップを含んでもよい
。いくつかの実施形態では、波形剛性挿入部１３００の幅は、ライナーと実質的に同一の
幅までであり得る。別の実施形態では、挿入部１４００は、例えば、図１４に示されるよ
うに、ライナーの幅よりも比較的に狭くなり得る。ある場合には、図１４に示されるよう
に、挿入部１４００は、概して、Ｕ形状であってもよいが、他の場合には、挿入部１４０
０は、任意の好適な幾何学形状、例えば、限定されないが、Ｃ形状、Ｈ形状、または任意
の他の好適な形状を有してもよい。挿入部１４００はまた、いくつかの実施形態では、穿
孔１４０２されてもよい。挿入部１４００は、いくつかの実施形態では、ライナーより狭
くあり得るため、挿入部１４００は、ライナー内の挿入部１４００を支持するために、ラ
イナーと概して同一幅であり得る、１つ以上のアーム１４０４を含んでもよい。図１５に
示される別の実施形態では、ライナー１５０２は、ライナーの内部表面上に一体型垂直リ
ブ１５０６を有し、ライナーが崩壊されるとき、閉塞を低減または防止することを補助し
てもよい。さらにそのような挿入部は、１９５６年１１月１９日出願の米国特許第２，８
９１，７００号「Ｃｏｌｌａｐｓｉｂｌｅ　Ｃｏｎｔａｉｎｅｒｓ」に詳細に説明されて
おり、参照することによって、全体が本明細書に組み込まれる。
【００９１】
　他の実施形態では、閉塞はライナーの膜の表面構造を改変することによって防止されて
もよい。例えば、図１６－１８は、ライナーの内部表面に適用され得る、種々の異なるパ
ターンを例示する。いくつかの実施形態では、構造は、一体型溝を備えてもよく、そのよ
うな溝は、例えば、２００５年８月２日出願の米国特許第７，０１７，７８１号「Ｃｏｌ
ｌａｐｓｉｂｌｅ　Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ　ｆｏｒ　Ｌｉｑｕｉｄｓ」にさらに説明されて
おり、全体として、本明細書に組み込まれる。代替として、構造は、ライナーの内容物が
流動し得る、複数の経路を画定し得る、ライナーの内部表面上に複数の特徴を備えてもよ
く、そのような経路は、２００１年１２月２１日出願の米国特許第６，７１５，６４４号
「Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　Ｐｌａｓｔｉｃ　Ｃｏｎｔａｉｎｅｒ」にさらに詳細に説明されて
おり、参照することによって、全体が本明細書に組み込まれる。特徴または構造は、例え
ば、特徴を膜内に機械的または超音波的にエンボス加工することによって、あるいは、例
えば、気泡クッション、密閉されたプリーツ、またはアコーディオン状の折り目を使用す
ることによって、ライナー膜内に組み込まれてもよい。そのような実施形態による一体型
特徴は、例えば、２００２年３月２５日出願の米国特許第６，６０７，０９７号「Ｃｏｌ
ｌａｐｓｉｂｌｅ　Ｂａｇ　ｆｏｒ　Ｄｉｓｐｅｎｓｉｎｇ　Ｌｉｑｕｉｄｓ　ａｎｄ　
Ｍｅｔｈｏｄ」、および２００３年６月２６日出願の米国特許第６，８５１，５７９号「
Ｃｏｌｌａｐｓｉｂｌｅ　Ｂａｇ　ｆｏｒ　Ｄｉｓｐｅｎｓｉｎｇ　Ｌｉｑｕｉｄｓ　ａ
ｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ」にさらに説明されており、それぞれ、参照することによって、全体
が本明細書に組み込まれる。突出を含む表面特徴が、いくつかの実施形態では、熱融着性
樹脂を鋳造および急冷することによって、ライナーの表面上に形成されてもよい。そのよ
うな実施形態に従って形成される特徴は、例えば、２００２年１月８日出願の米国特許第
６，９８４，２７８号「Ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｔｅｘｔｕｒｉｎｇ　ａ　Ｆｉｌｍ」、
および２００２年６月２６日出願の米国特許第７，０２２，０５８号「Ｍｅｔｈｏｄ　ｆ
ｏｒ　Ｐｒｅｐａｒｉｎｇ　Ａｉｒ　Ｃｈａｎｎｅｌ－Ｅｑｕｉｐｐｅｄ　Ｆｉｌｍ　ｆ
ｏｒ　Ｕｓｅ　ｉｎ　Ｖａｃｕｕｍ　Ｐａｃｋａｇｅ」にさらに詳細に開示されており、
それぞれ、全体として、本明細書に組み込まれる。
【００９２】
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　さらに他の実施形態では、閉塞は、図２０Ａおよび２０Ｂに示されるように、ライナー
内側にチャネル挿入部を提供することによって、排除または低減され得る。図示および説
明されるようなチャネル挿入部ならびにチャネル挿入部の他の好適な実施形態の提供は、
ライナーがそれ自体の上に崩壊しないように防止することを補助し得る。壁が相互に完全
に接触することを防止する通路をチャネルが生成するので、ライナーから流出する流体の
開口部を提供することができ、そうでなければ、流体は閉じ込められてしまうであろう。
チャネル挿入部２０１４は、嵌合部２０１２と一体であってもよく、これは、前述のよう
に、ライナー２０１０の口部２００６内に設置されてもよい。他の実施形態では、チャネ
ル挿入部２０１４は、着脱可能に嵌合部２０１２に固着されてもよい。チャネル挿入部２
０１４は、いくつかの実施形態では、概して、Ｕ字形状の断面を有してもよい。しかしな
がら、他の実施形態では、チャネル挿入部が、略Ｖ形状、ジグザグ、湾曲、または任意の
他の好適な断面形状である断面を有してもよく、これは、障壁を生成し、壁が相互に完全
に接触することを防止し、そうでなければ、捕捉されてしまうであろう流体を嵌合部２０
１２に流動させることを可能にすることが認識される。図２０Ａおよび２０Ｂに示される
チャネル挿入部は、２つのチャネルを含むが、単一のチャネルを含むが、それに限定され
ない、任意の他の好適な数のチャネルが本開示の精神および範囲内であることは、当業者
により理解されるであろう。チャネルは、限定されないが、ライナー下方向の約２／３、
ライナー下方向の約１／２、ライナー下方向の約１／３、または任意の他の好適な距離等
、閉塞の影響を改善するために十分な任意の距離でライナー内を下ってもよく、いくつか
の実施形態では、ライナーの形状および／または閉塞領域となる可能性が高いライナーの
領域あるいは複数の領域の形状に依存し得る。一実施形態では、比較的短いチャネル挿入
部を使用することの利点は、それらがライナーの崩壊にあまり干渉せず、したがって、ラ
イナーからの流体の分配が著しく妨害され得ないということである。
【００９３】
　他の実施形態では、ライナーの内容物を分配することを補助するために、重力が利用さ
れてもよい。図２１に示されるように、ライナー２１０２は、オーバーパック２１０６内
に挿入されてもよい。ライナーは、いくつかの実施形態では、例えば、任意の好適なプラ
スチックあるいは他の材料または材料の組み合わせから作製される、剛性送達管２１０８
であり得る、送達管を有してもよい。送達管２１０８は、概して、ライナーの嵌合部端に
設置されてもよい。本明細書に説明されるライナーのほとんどの実施形態は、ライナーの
嵌合部端をオーバーパックの上部に上向きに位置付けるが、ライナーの送達管／嵌合部端
は、本実施形態では、ライナーが充填されると、ライナー２１０４の送達管端がオーバー
パックの底部に設置され、ライナー２１１２の閉鎖端がオーバーパック２１０６の上部に
向かって設置されるように、最初に、オーバーパック内に載置されてもよい。送達管２１
０８は、ライナー２１０４の送達管端部から、オーバーパック２１０６の口部２１１０へ
と、それを通して延在してもよい。分配に応じて、ライナーの内容物は、最初に、ライナ
ー２１１２の底部から流出するであろう。例えば、圧力またはポンプ分配の間、ライナー
２１０２内の液体は、分配チューブ２１０８に向かって下降するであろう。重力によって
、液体は、液体を捕捉し得る襞または折り目を生成することなく、分配管２１０８を通し
て、分配され得る。
【００９４】
　別の実施形態では、ライナーおよびオーバーパックのシステムは、オーバーパックとラ
イナーとの間の領域内へライナーの内容物よりも重い液体を圧送することを含む分配方法
を使用してもよい。ライナー外側の液体によって生成されるライナーの内容物の浮力がラ
イナーを持ち上げて、ライナーの底部を崩壊させ、これにより分配プロセスが補助され得
る。
【００９５】
　さらに別の実施形態では、図２２に見られるように、ライナー２２０４は、１つ以上の
空気袋２２０６を含有し得るオーバーパック２２０２内に挿入されてもよい。空気袋２２
０６は、いくつかの実施形態では、エラストマー材料から作製されてもよい一方、他の実
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施形態では、空気袋２２０６は、任意の好適な材料から作製されてもよい。空気袋２２０
６は、膨張時にライナーを押圧し、ライナーを一様に崩壊させるように、例えば、ポンプ
によって膨張されてもよい。いくつかの実施形態では、空気袋２２０６は、略コイル状に
膨張して、ライナーの内容物を押し出す迂曲状空気袋であってもよい。他の実施形態では
、空気袋２２０６は、空気袋が実質的に同じ割合で膨張することを確実にするために、弾
性またはバネ状のデバイスに連結されてもよい。
【００９６】
　図２３に示される別の実施形態では、ライナー２３０４は、弾性のバルーン状材料から
構成されるオーバーパック２３０２内に載置されてもよい。比較的少量の潤滑流体２３０
６、例えば、水、または生理食塩水、または他の任意の好適な液体が、オーバーパック２
３０２の壁とライナー２３０４の壁との間に含まれてもよい。例えば、ポンプ分配に応じ
て、弾性のオーバーパック壁は、実質的に均一に崩壊し、それによって、ライナーに襞ま
たは折り目が形成されることを最小にすることを補助する。
【００９７】
　図２４に示される別の実施形態では、ライナー２４０４は、フックまたは任意の他の接
続手段２４０６等、任意の好適な手段によって、オーバーパック２４０４内に懸架されて
もよい。ライナー２４０４の上部を複数の箇所でオーバーパック２４０４の上部に係留す
ることにより、ライナーの側部が崩壊し得る程度を制限してもよい。ライナーは、１、２
、３、または４箇所以上を含む任意の数の箇所で懸架されてもよい。
【００９８】
　別の実施形態では、ライナー内側の表面は、図２５Ａおよび２５Ｂに示されるようなテ
クスチャ加工表面２５０２から構成されてもよい。ライナーが崩壊すると、ライナーの側
部がそれ自体の上に崩壊された領域を通って、依然として、液体が流動することが可能で
あって、したがって、分配能力が向上し得るように、分配チャネル２５０６がライナーの
テクスチャ加工表面２５０２の間に形成されてもよい。
【００９９】
　なおも別の実施形態では、図２６に示されるように、ライナー２６０２は、ライナーの
液状内容物が分配されるとき、ライナーが折り目に沿って捩じれ、したがって、分配能力
を向上させ得るように、十字状に形成されたいくつかの折り目を備えてもよい。折り目の
数は、任意の適切な数であってよい。
【０１００】
　別の実施形態では、図２７Ａおよび２７Ｂに示されるように、ライナー２７０２は、分
配に応じて、ライナー２７０２の崩壊点を調節することを補助し得る外部エラストマーメ
ッシュ２７０４を含んでもよい。図２７Ａに見られ得るように、一実施形態では、ライナ
ーがポンプまたは圧力分配のいずれかに曝されると、ライナー２７０２に作用するエラス
トマーメッシュ２７０４の力は、分配作用によって印加される圧力により、異なる箇所２
７０６において、ライナー２７０２を内向きに崩壊し得る。単純に内向きに引張される部
分２７０６は、ライナーの内向きでない可動部分２７０８をさらに延伸させ得る。ライナ
ー２７０２は、ライナーの延伸部分がその弛緩状態２７１０に戻ることによって、必然的
に、再び均衡状態２７１０になることになる。分配に応じたライナー２７０２のそのよう
な動きは、ライナー２７０２の内容物がより迅速に、および／またはより完全に分配され
ることを補助し得る。図２７Ｂは、分配中に圧力が印加されると、ライナー２７１２が実
質的に均一に変形２７１８し得るエラストマーメッシュ２７１６を使用するライナー２７
１２の別の実施形態を示す。
【０１０１】
　さらに別の実施形態では、図２８Ａおよび２８Ｂに見られ得るように、分配に応じて、
ライナーの崩壊を指向させて、閉塞を防止することを補助するために、形状記憶ポリマー
が使用されてもよい。例えば、形状記憶ポリマーは、ライナー２８００の少なくとも１つ
の側部として使用されるか、またはライナーの少なくとも１つの側部に取着されてもよい
。記憶形状は、いくつかの実施形態では、例えば、ストリップ２８０２、２８０４、２８



(33) JP 6397625 B2 2018.9.26

10

20

30

40

０６としてライナーに適用されてもよい。ストリップ２８０２、２８０４、２８０６は、
例えば、剛性のスペーサー２８１４、２８１６、２８１８により分離されたままであって
もよい。形状記憶ポリマー２８２０は、図２８Ｂに示されるように、分配に応じて、ユー
ザがパーティーホイッスルを吹くとパーティーホイッスルが丸まることに非常に似たよう
に、ライナー２８００を巻きつかせてもよい。
【０１０２】
　図２９Ａに示される別の実施形態では、分配に応じて、ライナーの形状を制御して、例
えば、閉塞を防止することを補助するために、ホバーマン球体に似た外部フレームワーク
が使用されてもよい。ホバーマン球体は、その継合部の鋏状の作用によって、その通常サ
イズの何分の１かまで折り畳まることができる。そのようなフレームワーク２９０６は、
ライナー２９０２が閉塞を回避する所定の方法で崩壊することを補助し得る。図２９Ｂに
見られ得るように、フレームワーク２９０６の各格子２９０８は、格子２９０８のアーム
２９１２が相互により近づいたり、またはさらに離れたりすることを可能にするピボット
２９１０を備えてもよい。フレームワーク２９０６では、ホバーマン球体のように分配中
に崩壊を指向するために、格子はすべて一緒に動いてもよい。いくつかの実施形態では、
可撓性テザーもまた使用されてもよい。
【０１０３】
　図３０は、閉塞を制限または排除することを補助し得るライナー３００２の別の実施形
態を示す。図示され得るように、ライナー３００２は、複数の相互接続された管を備えて
もよい。管３００４は、ライナーの内容物が管３００４の間を自由に流動することを可能
にするように接続されてもよい。ライナー３００２の内側壁は、いくつかの実施形態では
、分配中に膨張し得るエラストマーから構成されていてもよい。示されるように、ライナ
ー３００２の中心は中空であってもよい。いくつかの実施形態では、分配中にライナー３
００２に印加される圧力は、中心中空管３００２の変形を防止し、したがって、ライナー
３００２を崩壊および閉塞から安定させることを補助し得る。
【０１０４】
　図３１Ａおよび３１Ｂに示される別の実施形態では、摺動点レール３１０８が、ライナ
ー３１０２の側部の部分をオーバーパック３１０４に固着するために使用されてもよく、
これによって、分配中にライナー３１０２がそれ自体の中へ崩壊してしまうことを防止す
る。図３１Ｂは、側方と上方とから見た場合の摺動点レールの図を示す。ライナー３１０
２は、オーバーパック３１０４のレール３１０８のチャネル内に嵌合する突起を有しても
よい。ライナー内容物が分配されることに伴って、ライナー３１０２は、上向きに押動さ
れ得るが、ライナー３１０２の壁は、オーバーパック３１０４の壁に取着されたままであ
り得る。
【０１０５】
　図３２に見られ得るように、閉塞を制限または排除することを補助する別の実施形態と
して、一体化されたピストンが挙げられ得る。そのような実施形態では、ライナー３２０
２は、ライナーの側面よりも剛性であり得る底部３２０６を含んでもよい。故に、ライナ
ー３２０２の底部３２０６の剛性がピストンとして作用して壁を離れた状態に保ち得るの
で、分配時に、ライナー壁が相互に向かって崩壊することを防止され得る。
【０１０６】
　本発明を好ましい実施形態を参照しつつ説明したが、当業者は、本発明の精神および範
囲から逸脱することなく、形態および詳細において変更が行われ得ることを認識するであ
ろう。
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